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「令和４年度版（令和３年度事業実績）年次報告書」について

１ 朝霞市男女平等推進条例に基づく報告書

本書は、「朝霞市男女平等推進条例」（平成１５年４月１日施行）に基づき、朝霞市に

おける男女平等をめぐる状況及び男女平等推進に関する施策の実施状況を明らかにす

るために作成した報告書です。

２ 本書の構成

第１部 朝霞市の男女平等をめぐる状況

市の男女平等をめぐる状況として、「社会参画」「家庭生活」「教育」「健康・福祉」「そ

れいゆぷらざ（女性センター）」の５分野ごとに、これまでの各種統計・調査等による

データなどを基にまとめています。

第２部 朝霞市の男女平等推進施策の実施状況

市の令和３年度男女平等推進施策の実施状況を明らかにするため、「第２次朝霞市男

女平等推進行動計画」の重点課題や施策目標、施策の体系を掲載し、「朝霞市男女平等

推進事業評価に関する要綱」に基づいた、主な施策ごとの評価、課題、今後の方針等を

まとめています。

また、女性活躍推進法基本方針に基づき、朝霞市推進計画として位置付けた施策につ

いて、総合的に評価をしています。

第３部 朝霞市の男女平等推進体制

市の男女平等推進に直接関係する附属機関等の会議の実施状況等を掲載しています。



第１部 朝霞市の男女平等をめぐる状況
① 社会参画 2

１ 政治への参画

・市議会における議員

２ 審議会等への参画

・審議会等における委員

３ 法に基づく委員への参画

・法に基づいて設置されている委員

４ 市職員の構成

・職員の男女別人数

・係長級以上の職員

・管理職員

・課長級以上の職員

② 家庭生活 7

１ 人口と世帯

・男女別人口

２ 人口動態

・合計特殊出生率の推移

３ 結婚・離婚

・婚姻率の推移

・離婚率の推移

③ 教育 10

１ 小中学校

・小中学校の教職員

・小中学校の管理職教員

④ 健康・福祉 11

１ 児童

・児童虐待

２ ひとり親家庭

・児童扶養手当

・生活保護
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⑤ それいゆぷらざ（女性センター） 12

１ それいゆぷらざ（女性センター）利用者状況

・利用者数

・図書貸出し数

・インターネット利用者数

・それいゆぷらざ（女性センター）事業実績一覧

・男女平等推進情報「そよかぜ」の発行

・それいゆぷらざ（女性センター）協力員活動実績

２ 女性総合相談

・女性総合相談

３ ＤＶ相談

・ＤＶ相談

４ 苦情申立て

・男女平等苦情処理委員への苦情申立て

第２部 朝霞市の男女平等推進施策の実施状況 17

●第２次朝霞市男女平等推進行動計画実施計画

１ 計画の全体像

２ 重点課題

３ 施策目標

４ 施策の体系

５ 計画の構成・期間

６ 朝霞市男女平等推進事業評価

・朝霞市男女平等推進事業評価に関する要綱

・令和３年度男女平等推進事業評価一覧

施策目標ごとの指標・数値目標

進行管理事業評価

関連事業の実施状況

第２次朝霞市男女平等推進行動計画指標・数値目標一覧表

審議会等の女性委員の登用率の現状値

７ 女性活躍推進法に基づく朝霞市推進計画に関する事業評価

・女性活躍推進法に基づく推進計画について

・女性活躍推進法基本方針に基づく施策別一覧表

・主な施策別にみる女性活躍推進法（基本方針）に基づく、地方公共団体に

関する施策と一体となる取組項目一覧表

・女性活躍推進法に基づく朝霞市推進計画に関する事業評価
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●男女平等推進体制 85

１ 男女平等推進審議会

・会議の開催状況

・朝霞市男女平等推進審議会委員名簿

２ 男女平等推進庁内連絡会議

・会議の開催状況
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・会議の開催状況

用語解説 89
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１ 政治への参画

【市議会における議員】

市議会議員全体に占める女性議員の割合は、平成 23 年から平成 27 年までは 4 人

に 1 人（25.0％）の割合で推移していましたが、令和元年 12 月の改選では、議員総

数 24 人のうち、男性議員 17 人、女性議員 7 人となっており、前回に比べ、女性議

員は 1 人増となっています。

（各年とも 12 月改選時の状況）

＊参考：埼玉県議会における女性議員の割合 平成 31 年 4 月現在 15.1%
埼玉県内市町村議会における女性議員の割合 令和 2 年 12 月現在 22.2%

＊資料：令和３年度版男女共同参画に関する年次報告（埼玉県）抜粋

２ 審議会等への参画

【審議会等における委員】

審議会等は、法律により設置が義務付けられているもののほか、市で任意に設置し

ているものを合わせると、令和 4 年 3 月 31 日現在 72 の審議会等が設置されていま

す。委員総数は 1,010 人で、うち女性委員の数は 303 人、全体の 30.0％となってお

り、前年同時期比 0.7％減となっています。

（令和 4 年 3 月末日現在(休止中のものを除く)）

＊法必……法律により必ず設置しなければならないもの。

＊法任……上位の法律はあるが、任意に条例等で設置するもの。

＊市独自……条例・要綱・要領・規則・指針・会則を含む。

※ P75～P76 に審議会等の女性委員の登用率の現状値について掲載しています。

平成7年 平成11
年

平成15
年

平成19
年

平成23
年

平成27
年

令和元

年

男性議員(人) 24 21 21 16 18 18 17
女性議員(人) 4 7 7 8 6 6 7
女性の割合(%) 14.3 25.0 25.0 33.3 25.0 25.0 29.2 

24 21 21 16 18 18 17

4 7 7 8 6 6 7

14.3
25.0 25.0 

33.3
25.0 25.0 

29.2 

0
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市議会における議員の状況

設置根拠
審議会等

の数

委員数

（人）

男性 女性

人 ％ 人 ％

＊法 必 13 165 98 59.4 67 40.6
＊法 任 18 291 208 71.5 83 28.5
＊市独自 41 554 401 72.4 153 27.6
計 72 1,010 707 70.0 303 30.0
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（各年とも 3 月末日現在 平成 24 年から平成 26 年まで規約・会則が設置根拠の会議は除く）

＊参考：埼玉県審議会における女性委員の割合 令和 3 年 4 月現在 39.3%
埼玉県内市町村審議会等における女性委員の割合 令和 3 年 4 月現在 28.6%

＊資料：令和３年度版男女共同参画に関する年次報告（埼玉県）抜粋

３ 法に基づく委員への参画

【法に基づいて設置されている委員】

法に基づいて設置され、市が国や県に対し推薦して委嘱される委員である、行政

相談委員、人権擁護委員、民生委員児童委員の状況についてみると、行政相談委員

2 人、うち女性 1 人（50.0%）、人権擁護委員 5 人、うち女性 3 人（60.0%）、民生委

員児童委員 152 人、うち女性 123 人（80.9%）となっています。

（令和 4 年 4 月 1 日現在）
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審議会等における委員数と女性の割合の推移

男性

女性

女性委員の割合(％）

行政相談委員 人権擁護委員 民生委員児童委員

男性（％） 50.0 40.0 19.1 

女性（％） 50.0 60.0 80.9 

50.0 
40.0 

19.1

50.0 
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80.9
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法に基づいて設置されている委員の状況

年 審議会等の数 委員数(人) 男性(人) 女性(人) 女性委員割合(%)

平成２４年 ６３ ８８０ ５４３ ３３７ ３８．３

平成２５年 ６４ ９０３ ５６７ ３３６ ３７．２

平成２６年 ６９ ９２５ ５７６ ３４９ ３７．７

平成２７年 ７２ ９５５ ６５９ ２９６ ３１．０

平成２８年 ７１ ９４７ ６４５ ３０２ ３１．９

平成２９年 ６８ ９０９ ６３８ ２７１ ２９．８

平成３０年 ７１ ９９２ ７０９ ２８３ ２８．５

平成３１年 ７２ ９６２ ６９０ ２７２ ２８．３

令和 ２年 ７４ １,００７ ７１３ ２９４ ２９．２

令和 ３年 ７５ １,０３３ ７１６ ３１７ ３０．７

令和 ４年 ７２ １,０１０ ７０７ ３０３ ３０．０
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男性

222人

(76.6%)

女性

68人

(23.4%)

 係長級以上

 の職員

 290人

(100％)

４ 市職員の構成

【職員の男女別人数】

職員数（会計年度任用職員及び特別職非常勤職員を除く）は、令和 4 年 4 月 1 日

現在、781 人で、男女の構成は、男性 451 人（57.7％）、女性 330 人（42.3％）と

なっています。全職員に占める女性の割合は、前年よりも 0.3％増加しています。

（令和 4 年 4 月 1 日現在）

（各年 4 月 1 日現在)

【係長級以上の職員】

職員（会計年度任用職員及び特別職非常勤職員を除く）に占める係長級以上の職員

は全体で 290 人（全職員に対する構成比 37.1％）です。男女の構成は、男性 222 人

（76.6％）、女性 68 人（23.4％）です。女性の係長級以上の職員の割合は、前年よりも

2.0％増加しています。

係長級以上の職員の男女別構成

（令和 4 年 4 月 1 日現在）
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市職員全体に占める女性の割合の推移
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（各年 4 月 1 日現在）

＊参考：埼玉県主査級以上職員における女性職員の割合 令和 3 年 4 月現在 21.5%（令和 3 年度は病院局を含まない）

埼玉県内市町村係長級職員における女性職員の割合 令和 3 年 4 月現在 29.8%
＊資料：令和３年度版男女共同参画に関する年次報告（埼玉県）抜粋

【管理職員】

職員（会計年度任用職員及び特別職非常勤職員を除く）に占める管理職員（課長

補佐級以上の職員）は、全体で 155 人（全職員に対する構成比 19.8％）です。男女

の構成は、男性 120 人（77.4％）、女性 35 人（22.6％）となっております。女性の

管理職員の割合は、前年よりも 2.3％増加しています。

（令和 4 年 4 月 1 日現在）

（各年 4 月 1 日現在）

＊参考：埼玉県副課長級以上職員における女性職員の割合 令和 3 年 4 月現在 11.8%（令和 3 年度は病院局を含まない）

＊資料：令和３年度版男女共同参画に関する年次報告（埼玉県）抜粋
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【課長級以上の職員】

管理職員のうち、課長級以上の職員は、全体で81 人（全職員に対する構成比

10.4%）で、男女の構成は、男性 71 人（87.7％）、女性 10 人（12.3％）です。女性

の課長級以上の職員の割合は、前年よりも 0.9％増加しています。平成 29 年を除き

ほぼ横ばいで推移していましたが、令和 2 年以降増加傾向にあります。

なお、部次長級以上の職員は全体で 27 人（全職員に対する構成比 3.5%）、男性

は 24 人（88.9%）、女性は 3 人（11.1%）となっています。

また、部長級職員は全体で 14 人（全職員に対する構成比 1.8%）、男性は 11 人

（78.6%）、女性は 3 人（21.4%）となっています。

課長級以上の職員の男女別構成

（令和 4 年 4 月 1 日現在）

（各年 4 月 1 日現在）

＊参考：埼玉県内市町村管理職相当職以上職員における女性職員の割合 令和 3 年 4 月現在 15.5%
＊資料：令和３年度版男女共同参画に関する年次報告（埼玉県）抜粋
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１ 人口と世帯

【男女別人口】

令和 4 年 4 月 1 日現在、世帯数は 68,785 世帯、人口は 143,926 人で、うち男性

72,538 人、女性 71,388 人となっています。

朝霞市の人口は年々増加しています。人口に占める男女の比率はほぼ変化があ

りません。なお、令和 4 年 1 月 1 日現在、市内の平均年齢は 43.5 歳（男性 42.7
歳、女性 44.3 歳）で県内市町村の中で 3 番目に若い年齢となっています。

（令和 4 年 4 月 1 日現在）

（令和 4 年 4 月 1 日現在）
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女性（人） 6,345 6,069 8,901 9,571 11,031 10,710 6,254 6,924 4,584 963 36

全体（人） 13,007 12,488 17,929 19,768 23,220 22,230 13,302 12,890 7,698 1,353 41

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000

（人）

10歳未満

10歳代

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代

80歳代

90歳代

100歳代

　年代別男女別人口 
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２ 人口動態

【合計特殊出生率の推移】

合計特殊出生率は、平成 26 年以降、ほぼ毎年、国・県と比べると高い傾向にあ

ります。近年最も合計特殊出生率が高かったのは、平成 27（2015）年の 1.56 で、

その後やや低くなって令和 2（2020）年は 1.43 となっています。

３ 結婚・離婚

【婚姻率の推移】

婚姻率は、国・県と比べると高い率を示していますが、総じて低下傾向にありま

す。

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年

朝霞市 1.38 1.43 1.54 1.56 1.47 1.43 1.45 1.37 1.43

埼玉県 1.29 1.33 1.31 1.39 1.37 1.36 1.34 1.27 1.27

全 国 1.41 1.43 1.42 1.45 1.44 1.43 1.42 1.36 1.33

1.38

1.43

1.54

1.56

1.47
1.43

1.45

1.37

1.43

1.29

1.33
1.31

1.39
1.37

1.36
1.34

1.27
1.27

1.41

1.43

1.42

1.45
1.44

1.43
1.42

1.36 1.33

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

1.6(率)

合計特殊出生率の推移

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年

朝霞市 7.1 7.2 6.5 6.3 6.3 5.9 5.6 6.2 5.5

埼玉県 5.2 5.1 4.9 4.9 4.8 4.7 4.6 4.7 4.1

全　国 5.3 5.3 5.1 5.1 5.0 4.9 4.7 4.8 4.3

7.1 7.2

6.5 6.3 6.3

5.9
5.6

6.2

5.5
5.2

5.1
4.9 4.9 4.8 4.7 4.6 4.7

4.1

5.3

5.3
5.1 5.1 5.0 4.9 4.7 4.8

4.3

0

1

2

3

4

5

6

7

8（率）
婚姻率（人口1,000人対）の推移

（資料：埼玉県の人口動態概況）抜粋

（資料：埼玉県の人口動態概況）抜粋
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【離婚率の推移】

離婚率は、平成 28 年は、国・県に比べやや高い水準にありましたが、平成 29 年

以降は、国・県に比べやや低い水準となっています。

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年

朝霞市 1.87 2.05 1.75 1.79 1.83 1.65 1.38 1.55 1.33

埼玉県 1.89 1.84 1.75 1.77 1.74 1.70 1.63 1.68 1.49

全  国 1.87 1.84 1.77 1.81 1.73 1.70 1.68 1.69 1.57

1.87

2.05

1.75

1.79 1.83

1.65

1.38

1.55

1.33

1.89 1.84

1.75

1.77
1.74

1.70 1.63 1.68

1.49

1.87 1.84

1.77 1.81

1.73

1.70 1.68
1.69

1.57

1

1.5

2

2.5

3（率）

離婚率（人口 1,000人対）の推移

（資料：埼玉県の人口動態概況）抜粋
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１ 小中学校

【小中学校の教職員】

小学校の教職員は、令和 4 年 5 月 1 日現在、全体で 369 人（前年比 3 人増）、男性

138 人（全体の 37.4％、前年比 4 人減）、女性 231 人（全体の 62.6％、前年比 7 人増）

です。女性の教職員が男性の教職員の 1.7 倍となっています。

中学校の教職員は、全体で 196 人（前年比 8 人増）、男性 108 人（全体の 55.1％、

前年比 2 人増）、女性 88 人（全体の 44.9％、前年比 6 人増）です。男性の教職員が女

性の教職員の約 1.2 倍となっています。

（令和 4 年 5 月 1 日現在）

【小中学校の管理職教員】

小学校の管理職教員（校長・教頭）は、全体で 22 人（前年比 1 人増）、男性 17 人

（全体の 77.3％、前年比１人減）、女性 5 人（全体の 22.7％、前年比 2 人増）となっ

ています。

中学校の管理職教員は、全体で 12 人（前年比増減なし）、男性 11 人（全体の 91.7％、

前年比増減なし）、女性 1 人（全体の 8.3％、前年比増減なし）となっています。

（令和４年 5 月 1 日現在）

＊参考：全国の公立小中学校の校長・副校長・教頭に占める女性の割合

令和 3 年 4 月 1 日現在 小学校 約 26.9% 中学校 約 12.8%
＊資料：公立学校における校長等の登用状況について（文部科学省 令和２年度公立学校教職員の人事行政状況調査）抜粋

男性

138人

(37.4%)

女性

231人

(62.6%)

 小学校

 教職員

369  人

(100%)

男性

108人

(55.1%)

女性

88人

(44.9%)

 中学校

 教職員

196  人

(100%)

男性

17人

(77.3%)

女性

5人

(22.7%)

 小学校

 管理職教員

22  人

(100%)

男性

11人

(91.7%)

女性

1人

(8.3%)

 中学校

 管理職教員

12  人

（100％）

小学校教職員の男女別状況 中学校教職員の男女別状況

小学校管理職教員の男女別状況 中学校管理職教員の男女別状況
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１ 児童

【児童虐待】

児童虐待とは、親や親に代わる養育者が、子どもの心身を傷つけ、健やかな成長・

発達を損なう行為をいいます。また、子どもの目の前でＤＶを行うことは、心理的

虐待に当たります。令和 3 年度の虐待通告（相談）受理件数（疑いも含む）は、166
世帯で、そのうちＤＶによるものは 68 世帯となっています。

２ ひとり親家庭

【児童扶養手当】

令和 3 年度の申請・登録者数は 652 人（前年比 3.8％、26 人減）で、うち支給対

象者は、521 人（母親 500 人、父親 20 人、養育者 1 人）（前年比 6.0％、33 人減）

となっています。

支給事由のうちもっとも多いものは「離婚」（450 人）で、全体の 86.4％（前年比

2.5%増）を占めています。

支給対象者の事由別人数 (人）

（各年 3 月末日現在）

【生活保護】

令和 3 年度の生活保護法による被保護世帯は 1,546 世帯で、うち母子世帯は 63
世帯、全体の 4.1％（前年比 0.3%増）となっています。

生活保護法により保護を受けた世帯数 （世帯）

（各年 3 月末日現在）

離婚 死別 未婚 障害者 遺棄 その他 計

令和元年度 492 5 63 8 1 12 581

令和 2 年度 465 5 63 7 1 13 554

令和 3 年度 450 3 53 4 1 10 521

単身者世帯 ２人以上の世帯

計高齢者

世帯

障害者

世帯

傷病者

世帯

その他

の世帯

高齢者

世帯

母子

世帯

障害者

世帯

傷病者

世帯

その他

の世帯

令和元年度 746 105 115 210 86 52 18 19 92 1,443

令和 2 年度 767 145 82 234 84 57 24 10 86 1,489

令和 3 年度 799 151 88 246 77 63 21 11 90 1,546
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１ それいゆぷらざ（女性センター）利用者状況

【利用者数】

それいゆぷらざ（女性センター）は性別などにかかわらず誰もが住みやすく暮らしや

すい地域社会の実現に向け、男女平等に関する様々な施策を推進するとともに、市民等

の男女平等の取組みを支援する総合的な拠点施設として、平成 25年 1月 4日に開所し
ました。

【図書貸出し数】

それいゆぷらざ（女性センター）では、男女共同参画に関する図書の貸出しを行ってい

ます。朝霞市内に在住・在勤・通学、または新座市・和光市・志木市在住の方が利用す

ることができ、１人につき１回３点まで。１４日間の貸出が可能です。

【インターネット利用者数】

年度 合計
女

(大人)

男

(大人)

女

(子)

男

(子)

女

(計)

男

(計)

開所

日数

1日

あたり

令和

元年度
1,782 人 886 人 455 人 225 人 216 人 1,111 人 671 人 308 日 5.8 人

令和

2 年度
902 人 500 人 271 人 80 人 51 人 580 人 322 人 255 日 3.5 人

令和

3 年度
1,029 人 548 人 299 人 99 人 83 人 647 人 382 人 308 日 3.3 人

年度 合計 女性 男性
合計

（冊数）
女性 男性

令和

元年度
114 人 105 人 9 人 217 冊 200 冊 17 冊

令和

2 年度
99 人 94 人 5 人 194 冊 185 冊 9 冊

令和

3年度
131 人 112 人 19 人 275 冊 225 冊 50 冊

年度 合計 女性 男性

令和

元年度
1人 0 人 1 人

令和

2年度
1人 0 人 1 人

令和
3 年度

14 人 14 人 0 人

それいゆぷらざ（女性センター）で

は、男女共同参画に関する情報収集の

ためにインターネットを利用すること

ができます。
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【それいゆぷらざ（女性センター）事業実績一覧】

○男女平等推進情報「そよかぜ」の発行

○それいゆぷらざ（女性センター）協力員活動実績

①男女平等推進事業企画・運営協力員 ②男女平等推進情報「そよかぜ」企画・編集協力員

③あさか女と男セミナー企画・運営協力員
ひと ひと

事業名 実施場所 実施日

男女共同参画週間

パネル展：中央公民館・コミュニティセンター

1階ロビー

懸垂幕：市役所外壁

６月２３日

～２９日

パープルリボン

キャンペーン
それいゆぷらざ（女性センター）

８月４日

～１２日

あさか女と男セミナー
ひと ひと

全3回（オンデマンド動画配信）
1月１４日

～３１日

女性に対する暴力をなくす運動 それいゆぷらざ（女性センター）
１１月１２日

～２５日

発 行 月 テ ー マ 周知方法

令和３年９月発行 ランドセルはピンクじゃだめなの？ 広報あさかに掲載

令和４年３月発行 「何て呼びたい？呼ばれたい？」 広報あさかに掲載

内 容 実施回数 実施事業・周知方法 協力員

男女平等推進事業企画・運営協力員会議 全１回
事業アドバイザー選出

等
①

コラム「～朝霞市は男女平等社会の実現を目指して

います～」 全４回 広報あさかに掲載 ①

事業運営協力 全１回 男女共同参画週間 ①

男女平等推進情報「そよかぜ」企画・編集協力員会議 全６回 広報あさかに掲載 ① ②

あさか女と男セミナー企画・運営協力員会議
ひと ひと

全５回 オンデマンド動画配信 ① ③
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２ 女性総合相談

【女性総合相談】

女性総合相談は、平成 12年度に市役所に設
置されて以来、女性専用の相談として利用され

ています。平成 25年 1月からは、それいゆぷ
らざ（女性センター）で実施しています。

また、女性相談員が週１回、交代で相談を受

けています。主な相談の内容としては、「夫婦関

係」や「生き方」などとなっています。

日 時：毎週木曜日（午前１０時～午後３時）

場 所：それいゆぷらざ（女性センター）

相談方法：面接相談のみ（予約不要・先着順）

夫婦　　

関係
暴力

育児や

教育

家庭　　

不和

職場で　

の人間

関係

職場　　

一般

地域等で

の人間

関係

経済、　

生活
生き方 健康 その他

令和元年度 25 1 2 5 1 1 2 10 7 2 22

令和２年度 20 0 0 6 2 0 2 1 17 0 23

令和３年度 14 0 2 1 1 0 3 0 4 0 44

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50(件）

相談内容別件数

年度 相談人数 相談件数

令和

元年度
４７ ７８

令和

２年度
６３ ７１

令和

３年度
６６ ６９
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３ ＤＶ相談

【ＤＶ相談】

DV相談は、平成 23年 4月 1日に配偶者
暴力相談支援センター事業を開始し、市役所

内で実施してきましたが、平成 25年 1月か
らは、それいゆぷらざ（女性センター）で火

曜日～日曜日、職員による相談を受け付けて

います。また、令和元年度からは専門の相談

員が交代で毎週火曜日・水曜日・金曜日・土

曜日に相談を受けています。

日 時：火曜日～日曜日（午前９時～午後５時）

場 所：それいゆぷらざ（女性センター）

相談方法：面接及び電話（予約不要・先着順）

℡：０４８－４６３－０３５６

※火曜日・水曜日・金曜日・土曜日は、専門の

相談員が相談をお受けしています。

時 間：午前１０時～午後４時

夫

婦

等

の

暴

力

酒

乱

・

薬

物

中

毒

離

婚

問

題

子

ど

も

の

暴

力

等

養

育

困

難

親

の

暴

力

そ

の

他

親

族

の

暴

力

家

庭

不

和

そ

の

他

の

者

の

暴

力

交

際

相

手

の

暴

力

男

女

問

題

住

居

問

題

帰

住

先

な

し

生

活

困

窮

サ

ラ

金

借

金

求

職

病

気

精

神

的

問

題

妊

娠

・

出

産

そ

の

他

令和元年度 458 2 216 0 28 1 0 14 3 11 3 4 0 39 1 7 5 70 13 169
令和２年度 185 3 65 0 16 1 3 11 0 24 1 4 0 6 0 1 4 16 0 160
令和３年度 380 9 54 1 3 1 0 3 1 5 0 0 0 0 0 0 2 22 0 93
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相談内容別件数

年度 相談人数 相談内容数

令和

元年度
６０６ １,０４４

令和

２年度
３８０ ５００

令和

３年度
４００ ５７４
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４ 苦情申立て

【男女平等苦情処理委員への苦情申立て】

平成 15年 10月 1日から、朝霞市男女平等推進条例及び同条例施行規則に基づき、
男女平等苦情処理委員を設置しています。苦情処理委員は 2人で、男性 1人(前大学教
授）、女性 1人（弁護士）です。苦情申立てできる内容については、「男女平等を阻害
する要因による人権侵害」や「社会的な慣行等による差別的取扱い」となっています。

苦情申立書を市が受付した後、苦情処理委員が調査等を行い、市長に報告すること

とし、必要な場合、市長が関係者に助言及び是正の勧告を行うことができるとしてい

ます。令和３年度については、申立てはありませんでした。
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第２部

朝霞市の男女平等推進施策の実施状況
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●第２次朝霞市男女平等推進行動計画実施計画
（令和３年度～令和７年度） （抜粋）

１ 計画の全体像

「朝霞市男女平等推進条例」の基本理念を踏まえ、計画の基本理念と実現への基本的な視点に基づい

て、この計画の重点課題と施策目標を次のように設定しました。

〔条例の基本理念〕

＜めざす姿＞

＜重点課題＞

＜計画の施策の方向＞

＜施策目標＞

■1 重点課題

1 男女の個人としての尊重と性別による差別的な扱いを受けないこと

2 性別役割分業意識の解消と自己決定権の確立

3 政策や方針の立案及び決定における男女共同参画機会の確保

4 家庭生活・社会生活活動への男女の対等な参画

5 あらゆる差別と暴力を決して許さない社会の構築

6 市、市民及び事業者の責任の自覚と主体的な役割の履行及び相互協働

7 国際的な協力の下での推進

男女の輪が素敵 な朝霞をつくる ～男女平等社会をめざして～
ひ と

1 男女平等の意識づくり

2 男女平等が実感できる生活の実現

1 男女平等の意識の浸透

2 自己実現へ向けた学習機会の充実

3 多様性の尊重と理解促進

4 異性間やパートナーからの暴力の根

絶

5 女性の職業生活における活躍の推進

６ 地域団体や事業所における男女共同

参画の推進

１■男女平等の現状把握と将来像の提案

■家庭・地域・学校における男女平等の意識啓発

２■多様なライフコース選択の情報と機会の提供

■能力の開発と活動の支援

３■生涯にわたる性と生殖に関する健康と権利の尊

重に向けた理解促進

■性的指向・性自認(SOGI)等に配慮した啓発の推進
４■意識の啓発と情報の提供及び未然防止

■相談体制の充実

■関係機関等との連携強化

５■政策・方針の立案や決定過程への男女共同参画の

推進

６■仕事と家庭・地域活動との両立支援

■地域活動や自主防災組織等における男女共同参

画の推進



- 19 -

２ 重点課題
（1）男女平等の意識づくり

社会の中で、性別による固定的な役割分業意識は少しずつ変化してきているものの、依然とし

て社会慣行や家庭・地域・職場などにおいて、男女平等の意識が浸透しているとは言い難い状況

もあります。

本市では、男女平等を総合的に推進するための拠点施設として、それいゆぷらざ(女性センター)

を設置し、男女平等の意識づくりを重点課題とし、市民とともに男女平等社会の実現に向けた取

組を進めます。また、新たな人権問題に対応できるよう様々な取組を進めます。

（2）男女平等が実感できる生活の実現
「男女平等推進条例」は、「あらゆる人々が、性別、年齢、身体上の障害の有無、国籍等にかか

わらず住みやすく暮らしやすい地域社会の実現に寄与することを目的とする」としています。そ

して、男女平等の意識が一人一人に浸透し、社会生活の中で男女平等が実感できるような生活が、

この計画の「めざす姿」である男女平等社会の一つの姿といえます。

「女性活躍推進法」や「政治分野における男女共同参画の推進に関する法律」が施行されるな

ど、ワーク・ライフ・バランス(仕事と生活の調和)の取組や、女性の社会的地位向上のための施策

が行われています。一方ではＤＶ被害による相談が増加し深刻な問題となっています。

誰もがその個性と能力を十分に発揮することができ、男女平等が実感できる生活の実現を重点

課題とし、様々な取組を進めます。

３ 施策目標
（1）男女平等の意識の浸透

男女平等に対する意識を高めるため、性別による固定的な役割分業意識や社会慣行の見直しを

進め、男女が平等な社会の将来像を提案していきます。また、家庭・地域・学校での生涯にわた

る教育・学習機会の充実に努めるとともに、積極的な情報提供や人材育成を図ります。

（2）自己実現へ向けた学習機会の充実
市民一人一人が、社会のあらゆる分野において、その個性と能力を発揮し、自己実現が図れる

よう、家庭・地域・社会生活の場での男女共同参画の意識向上に努めるとともに、能力開発のた

めの情報や学習機会の提供、活動を支援する環境づくりに努めます。

（3）多様性の尊重と理解促進
若年層を中心に、「性と生殖に関する健康と権利」(リプロダクティブ・ヘルス／ライツ)の考え

方の理解を推進していきます。また、誰もが違う多様な性の正しい理解を促進するため、性的指

向・性自認(SOGI)について考えるきっかけを作り、相手を尊重し、認め合える人権意識の向上に
ソ ジ

努めます。

（4）異性間やパートナーからの暴力の根絶
配偶者やパートナー等からの暴力の根絶を図るため、暴力の防止に向けた積極的な情報提供や

意識啓発、ＤＶ被害者の保護や自立支援に向けた相談体制の充実及び関係機関との更なる連携強

化を図ります。

（5）女性の職業生活における活躍の推進
市政のあらゆる分野に男女の意見が反映されるよう、意見を広く聴き、誰もが参画しやすい機

会を提供するなど、政策や方針の立案・決定過程への男女共同参画の推進に努めます。

また、経営の意思決定過程への女性の参画を促進するため、市内事業所に向けて管理職や役員

への女性の登用を推進するための支援を行ないます。
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（６）地域団体や事業所における男女共同参画の推進

男女が共に仕事・家庭・地域活動に参画できるよう、仕事と家庭の両立支援に向けた意識づく

りや環境づくりを行い、地域活動への参画を促進します。また、事業所の協力を得て働く場での

男女平等の意識啓発や格差解消の取組、女性センター登録団体と協働し、男女平等社会の実現を

図るとともに、地域活動や自主防災組織等における男女共同参画の推進に努めます。
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４ 施策の体系

〈めざす姿〉 〈重点課題〉 〈施策目標〉 〈施策の方向〉

男女平等の意識の

浸透

自己実現へ向けた

学習機会の充実

多様性の尊重と理解促

進

異性間やパートナーか

らの暴力の根絶

女性の職業生活におけ

る活躍の推進

地域団体や

事業所における

男女共同参画の推進

１

男
女
平
等
の
意
識
づ
く
り

２

男
女
平
等
が
実
感
で
き
る

生
活
の
実
現

※本計画では、「施策の方向」ごとに進捗状況
を確認するため「指標」を設定し、目標値を
定めて施策を進めていくこととします。

■男女平等の現状把握と将来像の提案

■家庭・地域・学校における男女平等の

意識啓発

■多様なライフコース選択の情報と機会の提供

■能力の開発と活動の支援

■生涯にわたる性と生殖に関する健康と権

利の尊重に向けた理解促進

■性的指向・性自認（SOGI）等に配慮した啓

発の推進

■意識の啓発と情報の提供及び未然防止

■相談体制の充実

■関係機関等との連携強化

■政策・方針の立案や決定過程への

男女共同参画の推進

■仕事と家庭・地域活動との両立支援

■地域活動や自主防災組織等における男女

共同参画の推進

基 本 計 画

…第 2次朝霞市DV防止基本計画の該当部分（施策４）」 …朝霞市女性活躍推進計画の該当部分
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５ 計画の構成・期間

第２次朝霞市男女平等推進行動計画は「基本計画」と「実施計画」で構成します。

「基本計画」は、男女平等推進のための基本的な方向性を示すものです。

平成28年度から令和2年度までの5年間を前期基本計画、令和3年度から令和7年度

までの5年間を後期基本計画として策定します。また、社会情勢の変化などに伴い適宜見直

しを行うものとします。

「実施計画」は、「基本計画」で定める施策に基づき、男女平等推進のための具体的な事業

を示すものです。計画期間は、基本計画に対応して、前期・後期それぞれ５年間とします。

平成
28 年度
(2016)

29 年度 30 年度
令和
元年度

令和
2年度

令和
3年度 4年度 5年度 6 年度

令和
7年度
(2025)

めざす姿、重点課題と施策目標（平成 28～37（令和 7）年度）

)
基本計画

前期（平成 28～32（令和 2）年度）

実施計画

（前期）

後期（令和 3～7年度）

実施計画

（後期）
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６ 朝霞市男女平等推進事業評価

● 朝霞市男女平等推進事業評価とは

男女平等の推進に関する市の事業等を、朝霞市男女平等推進事業評価に関する要綱に基づき、

評価をするものです。

●評価のねらい

男女平等の推進に関する市の取組み事業等について、事業実施後に、実績、効果、課題や改

善点を分析すること等を通じて、男女平等の視点を定着・深化させ、また、事業等の実施主

体が男女平等の視点を意識づけすることを目的としています。

●評価のメリット

◇ 実施した事業等の実績や成果等を、男女平等の観点から問い直すことで、よりきめ細かい男

女平等の推進を図ることができます。

◇ 事業等の結果を市民に広く公表することにより、市政運営の透明性を図り、行政施策に関す

る市民への説明責任を果たします。

◇ 評価結果を分析することを通じ、また、評価結果から得られる市民の声を通じて、事業等の

改善につなげ、より一層の男女平等推進を図ることができます。

● 評価の流れ

事業等実施

事後評価（行政による

自己評価）

公 表

男女平等推進

審 議 会

評価結果分析

市 民 の 声

朝霞市男女平等推進事業評価に関する要綱の基本方針

市の事業等の評価は、条例の基本理念を踏まえ、事業を男女平等の視点から検証し、より

実効性のあるものとするため、評価を実施する。



- 24 -

朝霞市男女平等推進事業評価に関する要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、朝霞市男女平等推進条例（平成15年朝霞市条例第15号。

以下「条例」という。）第11条第２項の規定に基づき、男女平等の推進に関

する市の事業等（以下「事業」という。）の評価に関し、必要な事項を定め

るものとする。

（評価の方針）

第２条 市長は、条例第３条に定める基本理念を踏まえ、事業を男女平等の視

点から検証し、より実効性のあるものとするため、評価を実施する。

（評価の方法）

第３条 評価は、条例第10条に規定する行動計画に基づく実施計画に定める事

業について行う。

２ 前項の実施計画のうち、進行管理を要する事業として位置付けた事業につ

いては、事業実施課において、次条に規定する基準並びに事業実績、課題及

び今後の方針を記述することにより毎年度評価を行うものとする。

３ 第１項の実施計画のうち、関連事業として位置付けた事業については、朝

霞市総合計画実施計画における事務事業評価シートを基準として、男女平等

の視点において、毎年度人権庶務課で実施状況を把握するものとする。

（評価の基準）

第４条 前条第２項の評価は、事業の取組状況について、主な施策ごとに行う

ものとする。

２ 事業の取組状況の評価は３段階で行うものとし、評価の基準は次のとおり

とする。

（審議会）

第５条 前条の評価を行うに当たっては、条例第11条第１項の規定に基づき、

朝霞市男女平等推進審議会の意見を聴くものとする。

（評価の活用）

第６条 事業実施課は、評価結果を分析し、市の事業等に適切に反映させるも

のとする。

附 則

この要綱は、平成28年６月27日から施行する。

この要綱は、令和４年６月１日から施行する。

Ⅰ 大きな成果が得られた。

Ⅱ 一定の成果が得られた。

Ⅲ 成果が不十分だった。
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令和３年度 男女平等推進事業評価一覧

施策目標１ 男女平等の意識の浸透

施策の方向１－１ 男女平等の現状把握と将来像の提案

１－２ 家庭・地域・学校における男女平等の意識啓発

主な施策

施策目標２ 自己実現へ向けた学習機会の充実

施策の方向２－１ 多様なライフコース選択の情報と機会の提供

２－２ 能力の開発と活動の支援

主な施策

施策目標３ 多様性の尊重と理解促進

施策の方向３－１ 生涯にわたる性と生殖（妊娠と出産）に関する健康と権利の尊重に向

けた理解促進

３－２ 性的指向・性自認（ＳＯＧＩ）等に配慮した啓発の推進

主な施策

主な施策（６） 評価

・男女が平等な社会の具体像の提案を行う Ⅱ

・男女平等の視点からの慣行や社会制度の検証を行い、問題提起に取り組む Ⅱ

・男女平等の視点からの表現と分かりやすい情報提供を行う Ⅱ

・学校への情報提供を行い、男女平等の視点を積極的に提案していく Ⅰ

・男性の家事・育児参画と、女性のリーダーシップ能力向上を支援していく Ⅰ

・学校活動を支援する人材の育成と活用を進める Ⅱ

主な施策（４） 評価

・自己実現の前提となる暮らしの安心を確保する Ⅰ

・自己実現の機会を可能にする分かりやすい情報を提供する Ⅱ

・自己実現を支援するための学習機会を充実させる Ⅰ

・能力の開発と活動の支援の充実を図る Ⅱ

主な施策（５） 評価

・性と生殖（妊娠と出産）に関する健康と権利の考え方を普及させる Ⅱ

・男女の健康管理の支援を充実させる Ⅱ

・多様な性のあり方についての理解を広めるための啓発を推進する Ⅱ

・学校教育において多様な性に関する教育を推進する Ⅰ

・市の施策におけるＬＧＢＴＱ等の当事者への配慮に関する検討を行う Ⅱ
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施策目標４ 異性間やパートナーからの暴力の根絶

施策の方向４－１ 意識の啓発と情報の提供及び未然防止

４－２ 相談体制の充実

４－３ 関係機関等との連携強化

主な施策

施策目標５ 女性の職業生活における活躍の推進

施策の方向５－１ 政策・方針の立案や決定過程への男女共同参画の推進

主な施策

施策目標６ 地域団体や事業所における男女共同参画の推進

施策の方向６－１ 仕事と家庭・地域活動との両立支援

６－２ 地域活動や自主防災組織等における男女共同参画の推進

主な施策

主な施策（４） 評価

・男女が互いの人権や生き方を認め合い、自分を大切にする教育を推進する Ⅰ

・異性間やパートナーによる暴力が犯罪であることの意識を浸透し、暴力の発生を防ぐ Ⅰ

・誰もが相談しやすく信頼のおける相談体制を充実させる Ⅰ

・ＤＶ支援関係機関による連携体制の充実を図る Ⅰ

主な施策（４） 評価

・仕事と家庭の両立を支援する Ⅱ

・男女格差がない職場づくりを促進していく Ⅱ

・地域活動への参画を促す Ⅱ

・防災分野における男女共同参画を進める Ⅱ

主な施策（３） 評価

・市政への男女共同参画を推進していく Ⅱ

・庁内での男女共同参画を推進していく Ⅰ

・就業上での女性の活躍を推進する Ⅱ
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施策目標１ 男女平等の意識の浸透

男女平等の推進について、市民一人一人の意識を高めるため、性別による固定的な役割分業意

識やそれに基づく社会制度や慣行の見直しを進め、男女が平等な社会の将来像を提案していきま

す。また、家庭・地域・学校等での生涯にわたる教育・学習機会の充実に努めるとともに、男女

平等の推進に向けた積極的な情報提供や人材育成を図ります。

指標・数値目標

【目標値の根拠】

男女平等のイメージが最も薄い分野において、現状値の２倍を超える５人に１人をめざして設定

【目標値の根拠】

男女平等推進行動計画策定時（平成１８（２００６）年）の現状値が２３．７％、目標値が３５．

０％であったことを踏まえ、第２次においても同程度の伸びをめざして設定

指 標 数値目標 評価資料

「社会通念・慣習・しき

たりなどで男女の地位

は平等である」とする市

民の割合

当初値 現状値 目標値

市民意識調査
H26
８．１％

R元
８．０％

R7
２０．０％

指 標 数値目標 評価資料

「家庭生活の中で男女

の地位は平等である」と

する市民の割合

当初値 現状値 目標値

市民意識調査H26
２７．６％

R元
２３．０％

R7
３５．０％
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施策の方向１－１ 男女平等の現状把握と将来像の提案

≪主な施策≫ ① 男女が平等な社会の具体像の提案を行う

男女が互いに人権を尊重し責任も分かち合い、性別に関わりなく、あらゆる分野で活躍できる男女平等社

会の将来像について、各種事例などを用い、具体的に提案していきます。

【進行管理事業】 人権庶務課

評価（朝霞市男女平等推進事業評価に関する要綱）

Ⅰ 大きな成果が得られた Ⅱ 一定の成果が得られた Ⅲ 成果が不十分だった

取組項目 取 組 内 容 取組目安

男女共同参画社会像の

周知

男女共同参画週間におけるパネル展をはじめとする各種事業

等を通じて、国の「男女共同参画社会の将来像」などを提案して

いく。

パネル展の開

催

男女平等推進情報「そよ

かぜ」による啓発

市民と協働して、企画・編集する「男女平等推進情報『そよか

ぜ』」を広報あさかに掲載し、男女平等の意識醸成を図る。

広報あさかに

掲載

それいゆぷらざ（女性セ

ンター）における情報提

供及び啓発

それいゆぷらざ（女性センター）の情報・交流コーナーを通し

て男女平等の推進に関する情報提供及び啓発活動を推進する。

貸出図書及び

啓発物等の充

実

事業実績

・男女共同参画週間で、パネル展示を行ったほか、電光掲示板、広報、ホームページ、懸垂

幕等で周知を図った。また、国際女性デー及び国際男性デーの周知として、図書展示や、ホ

ームページへの掲載等を行い、男女平等の意識醸成を図った。

・９月号と３月号の広報で、男女平等推進情報「そよかぜ」を特集ページとして掲載し、広

く市民に啓発を行った。

・県や他市の情報も含め、男女平等に関するチラシなどを掲示・配布したほか、男女平等に

関連する図書を購入・貸出するなど情報提供及び啓発を図った。

根拠と効果
パネル展や広報特集号などについて、企画段階から市民と協働で取り組んだことで、様々

な視点からの周知啓発を行うことができ、市民の意識醸成に繋がった。

課題と方針

新たな人権課題に対し迅速に対応できるよう社会情勢の動向に注視することが課題であ

り、継続した周知啓発及び若年層への人権に対する広報が必要である。今後も国や県等の関

係情報の提供も含め、誰もが尊重され、認められる地域社会になるよう、意識向上を図って

いく。

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

Ⅱ
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施策の方向１－１ 男女平等の現状把握と将来像の提案

≪主な施策≫ ② 男女平等の視点からの慣行や社会制度の検証を行い、問題提起に取り組む

家庭や地域・職場における慣行や制度が、男女にとって中立に機能しているか検証し、男女平等を妨げる

慣行や制度について、積極的に問題提起します。

また、男女平等苦情処理委員や法的救済制度などの周知を行い、市民生活の中で慣行が見直されるよう支

援します。

【進行管理事業】 人権庶務課

評価（朝霞市男女平等推進事業評価に関する要綱）

Ⅰ 大きな成果が得られた Ⅱ 一定の成果が得られた Ⅲ 成果が不十分だった

取組項目 取 組 内 容 取組目安

「朝霞市庁内男女平等推

進指針」の推進

男女平等に関する職員の意識浸透や職場環境の整備など、市役

所が率先して男女平等の視点でとらえる事務を推進する。
職員に周知

男女平等を阻害する慣行

の是正提案

性別による固定的な役割分業意識の解消や、社会的慣行の見直

しを行うため、地域団体等へ積極的な情報提供を行う。 啓発冊子の配布

男女平等苦情処理委員の

設置

男女平等の推進を阻害する要因による人権侵害や社会的な慣

行等による差別的取扱いなどの苦情の申出を迅速に処理する男

女平等苦情処理委員を設置し、市民生活の中で慣行が見直される

よう支援する。

苦情処理委員の

設置

男女平等の視点を取り入

れた施策や事業の展開

市の各種施策や事業展開で、性別による固定的な役割分業意識

に捉われていないかの見直しを全庁に呼びかけ推進する。
職員に周知

事業実績

・全庁職員に対して、男女平等の推進に意識を持って業務に取り組むよう、「朝霞市庁内男女

平等推進指針」を示し、市が率先して男女平等を推進するように意識の向上を図った。

・性別による固定的役割分業意識の解消を図るため、広報紙や市ホームページにて、男女平

等について啓発を行った。

・男女平等苦情処理委員について、市ホームページで周知を図った（令和３年度実績なし）。

・職員研修や庁内連絡会等で、性差や性別による固定的役割分業意識に捉われず、男女平等

の視点を入れた取組を行うよう説明した。

根拠と効果

・市民及び市職員に対し、広報や男女平等推進指針の説明等を行うことで、人権問題の提起

に取り組むことができた。また、継続的に取り組んでいることで、職員からの問い合わせも

あり、男女平等意識の醸成に繋がっている。

課題と方針
・ジェンダー平等について、一人ひとりがさらに理解を深める必要がある。今後も、様々な

場面を通じて、より効果的な情報発信を行えるよう、周知啓発を図っていく。

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

Ⅱ
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施策の方向１－２ 家庭・地域・学校における男女平等の意識啓発

≪主な施策≫ ① 男女平等の視点からの表現と分かりやすい情報提供を行う

市の広報活動や刊行物において、男女平等の視点に立った表現を徹底するためのチェック機能を高めます。

また、市内の団体や事業者等からの情報発信においても、男女平等の視点に立った表現となるよう配慮を呼

びかけます。

【進行管理事業】 人権庶務課

評価（朝霞市男女平等推進事業評価に関する要綱）

Ⅰ 大きな成果が得られた Ⅱ 一定の成果が得られた Ⅲ 成果が不十分だった

取組項目 取 組 内 容 取組目安

「表現ガイド」の周知・

活用

男女平等を進める視点に立った「表現ガイド」の周知及び活

用を促す。

職員・教職員・各団

体に周知及び活用

男女平等の視点に立っ

た表現の推進

性別による固定的な役割分業意識や偏見・性差を助長する

ような表現への配慮を呼びかけ、男女平等の視点に立った表

現方法の周知に努める。

啓発冊子の掲示・

配布

事業実績

・男女共同参画の視点で捉えた言葉やイラスト等の表現方法について、受け手の誰もが共感

できるよう「表現ガイド」を用いて、市職員で構成される男女平等推進庁内連絡会で説明を

行ったほか、各種リーフレットの配布、市ホームページに啓発冊子を掲載するなどして、周

知及び活用を促した。

根拠と効果
啓発冊子の配布や市ホームページへの掲載により、職員からの問い合わせもあり、男女平等

意識の醸成に繋がっている。

課題と方針

男女平等に関する意識を、さらに浸透させていくことが必要である。引き続き、男女平等の

視点で捉える表現の大切さについて、ガイドを活用した情報提供や市ホームページを充実さ

せるなどして、さらなる意識向上の改善に努めていく。

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

Ⅱ
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施策の方向１－２ 家庭・地域・学校における男女平等の意識啓発

≪主な施策≫ ② 学校への情報提供を行い、男女平等の視点を積極的に提案していく

児童・生徒や教育関係者の男女平等意識づくり、個人の能力と個性に応じた学習や指導などを推進してい

きます。

【進行管理事業】 教育指導課

評価（朝霞市男女平等推進事業評価に関する要綱）

Ⅰ 大きな成果が得られた Ⅱ 一定の成果が得られた Ⅲ 成果が不十分だった

取組項目 取 組 内 容 取組目安

男女平等教育の研究と

推進

教科や特別活動、特別の教科、道徳の時間などを活用し発

達段階に応じた男女平等教育を計画的に推進する。
教育活動全般での男

女平等教育の実施

進路指導、キャリア教育

の充実

性別に関わらず児童・生徒の個人の能力と個性に応じた学

習や指導の充実を図り、多様な生活を可能にする進路指導、

キャリア教育を推進する。

進路指導主事会を実

施

教育相談体制づくり

性別に関わらず児童・生徒の個人の能力と個性に応じ、一

人一人の様々な問題や悩みに対応した教育相談活動を推進

する。

個性に配慮した教育

相談の実施

事業実績

①男女平等教育の研究と推進

特別の教科道徳や総合的な学習の時間、特別活動を活用した男女平等教育を推進した。

②進路指導、キャリア教育の充実

進路・キャリア教育としてキャリアパスポートの推進をした。

③教育相談体制づくり

さわやか相談室や子ども相談室の相談活動を充実させた。男女に関係なく、個に応じた相

談を受け付けた。「性的少数者（LGBTQ）のための相談案内カード」を各校に配付し、活用
を図った。

根拠と効果

男女間の差別や格差をなくす能力を養うことを目的とした男女平等教育を、特別の教科道徳

や総合的な学習等、さまざまな教科で実施することができた。進路指導・キャリア教育につ

いても、児童・生徒の実態に即して実施することができた。相談活動の充実についても、性

に関する悩みについては、早期発見・早期対応が重要であることを徹底することができた。

また、男女に関係なく、一人一人の悩みに寄り添った相談活動を行うことができた。

課題と方針

引き続き男女平等教育、進路指導、キャリア教育の推進を行っていく。また、実態を考慮し

た教育をより一層充実させていく必要があり、進路指導主事会等で引き続き、男女平等の視

点に立った研修を具体例等を交えて推進していくとともに、性別に関係なく、一人の人間と

して自己実現できるための進路・キャリア教育を充実させていく。

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

Ⅰ
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施策の方向１－２ 家庭・地域・学校における男女平等の意識啓発

≪主な施策≫ ③ 男性の家事・育児参画と、女性のリーダーシップ能力向上を支援していく

料理や育児などに関する各種講座を開催するなど、家庭生活における男性の家事・育児への参画を応援し

ます。より多くの女性が地域においてリーダーとなれるよう、リーダーシップを身に付けるための情報や学

習機会を提供します。

【進行管理事業】 人権庶務課

評価（朝霞市男女平等推進事業評価に関する要綱）

Ⅰ 大きな成果が得られた Ⅱ 一定の成果が得られた Ⅲ 成果が不十分だった

取組項目 取 組 内 容 取組目安

男女平等に関する学習

情報の提供

男女平等の推進に関する学習資料や講演会等の情報を提供

し、男女平等に関する学習機会を提供する。

あさか女と男セミ

ナー講座開催

男性の育児参画や女性

のリーダーシップ能力

向上講座の開催

男性の家事・育児への参画の講座や女性のリーダーシップ

能力の向上を目指した講座を開催する。
あさか女と男セミ

ナー講座開催

事業実績

あさか女と男セミナー企画・運営協力員との協働事業

「あさか女と男セミナー」実施（全３回オンデマンド動画配信）

第１回「安心・快適・防災術！～日々の暮らしに防災を」

講師：アウトドア防災ガイド あんどう りす 氏

第２回「女子高生になれなかった少年が今思うこと～みんな多様でみんないい～」

講師：作家・甲南大学非常勤講師 佐倉 智美 氏

第３回「スポーツ界における男女平等～元女子ラグビー日本代表が語る～」

講師：女子ラグビー日本代表チームデイレクター

（公財）日本ラグビーフットボール協会副会長 浅見 敬子 氏

視聴回数（ ）内手話入り １部２４２回(４０回) ２部１１１回(１５回)
３部 ８８回(１７回)

根拠と効果

本セミナーのアンケートで、「積極的に行動を起こすことが必要」、「みんなが社会から平等な

恩恵を受け、楽しく幸せな日々が送れるようにできれば」（一部抜粋）などの感想や、受講後

の満足度について、「満足」と「やや満足」をあわせると、約９割（８８．９％）とされ、女

性のリーダーシップ能力向上が支援される機会を提供できた。

課題と方針

より多くの方に受講してもらえるよう、社会的な課題やニーズにあった内容を提供していく

ことが必要である。今後もアンケート結果なども踏まえ、セミナー企画・運営協力員と協働

しながら、男女平等・男女共同参画について、理解が深められるセミナ―を提供していく。

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

Ⅰ
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施策の方向１－２ 家庭・地域・学校における男女平等の意識啓発

≪主な施策≫ ④ 学習活動を支援する人材の育成と活用を進める

男女平等を推進するための学習を支援するとともに、積極的に活動を行う市民等に対する顕彰を行うなど、

広い視野を持って男女平等を推進する人材の育成を図ります。

【進行管理事業】 人権庶務課

評価（朝霞市男女平等推進事業評価に関する要綱）

Ⅰ 大きな成果が得られた Ⅱ 一定の成果が得られた Ⅲ 成果が不十分だった

取組項目 取 組 内 容 取組目安

地域人材の育成・活用

市民との協働により男女平等に関する啓発活動を推進し、

人材の育成を図る。

協働例）男女平等推進情報「そよかぜ」企画・編集協力員、あ

さか女（ひと）と男（ひと）セミナー企画・運営協力員、男女

平等推進事業企画・運営協力員と協働する。

市民と協働し、啓

発事業を実施

男女平等を推進する市

民・団体等への顕彰

男女平等に関する顕著な活動をしている市民・団体等を顕

彰し、男女平等の推進を図る。

広報や市公式ホー

ムページを活用し

ての周知

【事業実績

・男女平等推進情報「そよかぜ」企画・編集協力員である市民と協働により、男女平等推進

情報「そよかぜ」を発行したほか、あさか女と男セミナー企画・運営協力員との協働事業を

実施。また、男女平等推進事業企画・運営協力員との協働により、広報紙に「朝霞市は男女

平等社会の実現を目指しています」をテーマにしたコラムを掲載

・広報や市ホームページで男女平等推進顕彰制度について、周知啓発を行った（令和３年度

実績なし）。

根拠と効果

市民との協働による、年２回の広報特集号（そよかぜ）の発行や、あさか女と男セミナーを

実施したことで、男女平等を推進する人材育成や、学習支援の提供ができた。また、市民の

視点による男女平等をテーマにしたコラムについて、「自分のこととして興味を惹かれまし

た」などの意見（令和３年度第１回広報あさかモニターアンケート集計結果から一部抜粋）

があったことからも、男女平等の意識啓発が図れ、男女平等を推進する人材の育成と活用を

進めることができた。

課題と方針

人材の育成と活用を進めるためにも、男女平等を推進する市民・団体等への顕彰制度の周

知や市民との協働機会を増やしていくことが必要である。そよかぜやセミナーなどの協働事

業を通じて、より多くの方へ地域の活動の楽しさや、男女平等の理解を深めていただけるよ

う、引き続き情報発信を行いながら、男女平等を推進する人材の育成と活用を進めていく。

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

Ⅱ
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施策目標２ 自己実現へ向けた学習機会の充実

市民一人一人が、多様な生き方を尊重し、社会のあらゆる分野において、その個性と能力を発

揮し、自己実現が図れるよう、能力開発のための情報や学習機会の提供、活動を支援する環境づ

くりに努めます。

指標・数値目標

【目標値の根拠】

積極的に情報提供を進める上で、ホームページ上に情報を収集して発信していくことを重視して

設定

【目標値の根拠】

働いている（働こうとしている）年代の女性に向けた支援に関する情報が一層周知されるよう設

定

指 標 数値目標 評価資料

「あさか男女（ひと）の

輪サイト」をよく知って

いる市民の割合

当初値 現状値 目標値

市民意識調査H26
３．４％

R元
４．１％

R7
２０．０％

指 標 数値目標 評価資料

能力開発支援に関わる

制度・機会を知っている

女性（20～50歳代）の割
合

当初値 現状値 目標値

市民意識調査
H26
１１．５％

R元
７．１％

R7
２０．０％
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施策の方向２－１ 多様なライフコース選択の情報と機会の提供

≪主な施策≫ ① 自己実現の前提となる暮らしの安心を確保する

女性総合相談をはじめ、各種相談を通じて、生活の様々な悩みなどに対応し、必要に応じて関係機関との

連携を図りながら、自己実現を図るための前提となる安心な生活基盤を確保できるよう支援します。

【進行管理事業】 人権庶務課

評価（朝霞市男女平等推進事業評価に関する要綱）

Ⅰ 大きな成果が得られた Ⅱ 一定の成果が得られた Ⅲ 成果が不十分だった

取組項目 取 組 内 容 取組目安

相談窓口・機関等の周知

男女平等を推進するための冊子や各種リーフレット、広報

あさかを通して相談窓口や相談機関、男女平等苦情処理委員

などを周知する。

周知の徹底

「女性総合相談」の実施

安心な生活基盤が確保できるよう、女性のための女性専用

相談を実施し、必要に応じて関係機関との連携を図る。
女性総合相談の実

施

事業実績

・広報や市ホームページ、各種イベントの場などで、男女平等施策全般についての周知や各

種リーフレットを用いた啓発を行ったほか、公共施設の女性トイレに、ＤＶ相談のチラシを

掲示するなどして、相談の場の周知に努めた。

・女性総合相談の実施（毎週木曜日）

専門の相談員が丁寧に話を傾聴し、相談者に寄り添った適切な情報提供や話の整理を行うこ

とができた。（相談件数６９件、相談延人数６６人）

根拠と効果

平成３０年度 ７８件・４２人

令和 元年度 ７８件・４７人

令和 ２年度 ７１件・６３人

令和 ３年度 ６９件・６６人

ここ数年、相談者数は増加傾向にある中で、相談内容としては、夫婦関係の相談が最も多く、

多岐にわたる相談について、相談者一人ひとりの気持ちをくみとりながら、傾聴し、問題解

決の手がかりを見つけるよう丁寧な対応を行えた。

課題と方針

新型コロナ感染症の影響などによる様々な悩みを抱える方などに対しても、適切なアドバイ

スができるよう、関連情報の収集に努めながら、相談員のスキル向上を図ることが今後も必

要であり、また、相談の場を知ってもらえるよう、引き続き、周知に努めていく必要がある。

今後も、女性センター及び女性総合相談窓口の認知度を高めるよう、様々な方法で周知を行

うとともに、相談者のスキルアップを図り、女性総合相談の充実に努めていく。

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

Ⅰ
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施策の方向２－１ 多様なライフコース選択の情報と機会の提供

≪主な施策≫ ② 自己実現の機会を可能にする分かりやすい情報を提供する

市民がワンストップで、多様なライフコースに関する情報を入手できるよう、国・県の関連機関サイトや

多様なライフコースの選択支援サイトとして「あさか男女(ひと)の輪サイト」を充実します。

【進行管理事業】 人権庶務課

評価（朝霞市男女平等推進事業評価に関する要綱）

Ⅰ 大きな成果が得られた Ⅱ 一定の成果が得られた Ⅲ 成果が不十分だった

取組項目 取 組 内 容 取組目安

多様なライフコースの

選択支援に関する情報

の提供

「あさか男女(ひと)の輪サイト」を充実させ、市民がワンストッ
プで情報が得られるよう多様なライフコースの選択支援に関す

る積極的な情報提供を行う。

ホームページ

掲載内容の充

実

事業実績

女性活躍推進やＤＶ支援、ＬＧＢＴＱの正しい理解、女性視点の防災など、男女平等に関す

る様々な情報について、容易に得られるよう、市ホームページ「あさか男女（ひと）の輪リ

ンク集」に、各機関のサイトをまとめた周知啓発を行った。

根拠と効果
国や県をはじめ、関係機関等の男女平等に関する情報について、リンク集として、まとめた

ホームページの掲載・情報発信により、様々な情報を得る機会を提供することができた。

課題と方針

多くの情報について、ワンストップで見ること、見つけることができるよう、さらに内容の

充実を努めることが必要である。また、情報を提供するだけでなく、見やすく、関心を得ら

れるよう、ホームページの構成・整理も適時必要である。

今後も、社会情勢等の把握に努め、常時、最新の情報を発信できるよう、工夫を図りながら、

ワンストップで見やすいホームページとなるよう、さらなるサイトの充実を図っていく。

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

Ⅱ
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施策の方向２－１ 多様なライフコース選択の情報と機会の提供

≪主な施策≫ ③ 自己実現を支援するための学習機会を充実させる

市民の多様なライフコースの選択を支援するため、各種講座・講演会等の情報を積極的に提供し、学習機

会を充実させます。

【進行管理事業】 人権庶務課

評価（朝霞市男女平等推進事業評価に関する要綱）

Ⅰ 大きな成果が得られた Ⅱ 一定の成果が得られた Ⅲ 成果が不十分だった

取組項目 取 組 内 容 取組目安

それいゆぷらざ（女性セ

ンター）における情報発

信

男女平等に関する情報の提供や図書の閲覧・貸し出し、イン

ターネットの閲覧等を行うことで、学習機会を提供する。 －

事業実績

女性センター内にある情報・交流コーナーに、男女平等社会の実現を目指すための関連図書

（約７９０冊）を備え、閲覧や貸出しを行った（令和３年度図書貸出数：実績２７５冊、イ

ンターネットの利用実績１４件）。また、お知らせコーナーでは、市の情報だけでなく、国、

県、他市の情報なども含めて、広く情報発信を行ったほか、ＤＶ防止関連図書及び本市の相

談件数を統計に表し掲示するなどして、ＤＶ支援の現状や取組等、男女平等に関する多様な

情報提供を行った。なお、平成２９年５月２２日に、市では市長をはじめとする課長級以上

の管理職員がイクボス宣言のための研修を受講し、自らも率先して家庭と仕事を両立し、仕

事の効果も上げる宣言をした写真や内容を引き続き情報・交流コーナーに掲示した。

根拠と効果
令和３年度の書籍の貸出件数及びインターネットの利用が、増加したことなどから、自己実

現を支援するための学習機会を提供できた。

課題と方針

より多くの方に、施設に来ていただけるよう、さらなる周知を行うことが必要である。利用

しやすい環境の整備に向けて、引き続き、施設の周知を行いながら、他のセンターの取組等

も調査するなどして、学習機会の充実を図っていく。

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

Ⅰ
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施策の方向２－２ 能力の開発と活動の支援

≪主な施策≫ ① 能力の開発と活動の支援の充実を図る

男女が社会のあらゆる分野において、自己実現を果たせるよう、能力開発の機会提供、就職情報の提供な

どにより、就業や起業を支援するとともに、NPOなどの市民活動団体の支援や市民のネットワークの充実
を図ります。また、出産や育児・介護が女性の就業に大きな影響を与えていることから、女性への支援を特

に充実させていきます。

【進行管理事業】 人権庶務課

評価（朝霞市男女平等推進事業評価に関する要綱）

Ⅰ 大きな成果が得られた Ⅱ 一定の成果が得られた Ⅲ 成果が不十分だった

取組項目 取 組 内 容 取組目安

就業や起業支援に向け

た情報の提供

就業や起業について、能力開発となる機会が提供できるよ

う各種情報の収集及び提供を行い、活動の支援を行う。
啓発冊子等の掲

示・配置など

女性センター登録団体

等との協働事業の実施

地域で男女共同参画の推進を活動の目的としている女性セ

ンター登録団体等と協働事業を実施する。 協働事業の実施

事業実績

・就業や起業に向けた情報を女性センターのお知らせコーナーや、情報・交流コーナーに掲

示したほか、市ホームページに県のホームページのリンクを掲載するなどの周知を行った。

・登録団体との協働事業は、新型コロナウイルス感染拡大防止により実施できなったが、男

女平等推進事業企画・運営協力委員と協働で、広報あさかのコラム、特集号「そよかぜ」の

記事掲載や、男女共同参画パネルを実施した。

根拠と効果

・就業や起業支援の情報について、速やかに情報発信ができるよう、チラシを掲示するとと

もに、市ホームページでの情報発信を通じて、活動の支援が行えた。

・男女平等推進事業企画・運営協力委員との協働による取り組みを通じて、市民活動の支援

やネットワークの充実を図る一助となった。

課題と方針

就業や起業支援の情報提供を充実させるため、最新の情報をホームページなどで情報発信す

るとともに、より見やすいページとなるようにしていくことが必要である。引き続き、関連

課と情報共有を図るなど、就業や起業に向けた支援を行っていく。また、新型コロナウイル

ス感染症の収束状況について注視しながら、今後も団体等と協働した事業を展開することで、

女性の活躍等が推進されるように取り組んでいく。

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

Ⅱ
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施策目標３ 多様性の尊重と理解促進

性と生殖に関することは、人権の尊重に直接関連する大切なことであり、男女が互いの身体的

な違いを理解し合い、思いやりを持ち、互いを尊重できる考え方が普及できるよう努めます。ま

た、多様な性に関する正しい理解が進み、誰もが暮らしやすく、生きやすい社会となるよう

LGBTQや SOGIに関する正しい理解に向けた情報の提供や施策を考えます。

指標・数値目標

【目標値の根拠】

性と生殖に関する健康と権利（リプロダクティブ・ヘルス/ライツ）の重要性と現状値の値を鑑
み、周知に力を入れていくこととして設定

【目標値の根拠】

現状値を踏まえ、「SOGI」という言葉を正しく理解している市民の割合が５人に１人、２０％以
上となることをめざして設定

指 標 数値目標 評価資料

「性と生殖に関する健

康と権利（リプロダクティ

ブ・ヘルス/ライツ）」をよく

知っている市民の割合

当初値 現状値 目標値

市民意識調査
H26
２．４％

R元
５．０％

R7
２０．０％

指 標 数値目標 評価資料

「SOGI」（ソジ）という
言葉を正しく理解して

いる市民の割合

当初値 現状値 目標値

市民意識調査H26
－

R元
１４．３％

R7
２０．０％
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施策の方向３－１ 生涯にわたる性と生殖（妊娠と出産）に関する

健康と権利の尊重に向けた理解促進

≪主な施策≫ ① 性と生殖（妊娠と出産）に関する健康と権利の考え方を普及させる

あらゆる世代が、性と生殖（妊娠と出産）に関する健康と権利（リプロダクティブ・ヘルス／ライツ）

について関心を高め、正しい知識が得られるよう情報提供の充実に努めます。

【進行管理事業】 人権庶務課

評価（朝霞市男女平等推進事業評価に関する要綱）

Ⅰ 大きな成果が得られた Ⅱ 一定の成果が得られた Ⅲ 成果が不十分だった

取組項目 取 組 内 容 取組目安

性と生殖(妊娠と出産)に
関する健康と権利につ

いての情報発信

性と生殖（妊娠と出産）に関する健康と権利についての正し

い情報を、「広報あさか」や市公式ホームページ等において情

報発信し、市民の関心を高める。

おとどけ講座にて、中学生を中心にロールプレイなどの実践

形式を用い意識醸成を図る。

広報あさか及び市

公式ホームページ

等に掲載

おとどけ講座の実

施

事業実績

リプロダクティブ・ヘルス／ライツのおとどけ講座について、市ホームページで周知を図っ

たほか、性に関連して「性犯罪・性暴力にあわないために」のリーフレットを市内小学５年

生～中学３年生に配布した。

根拠と効果

・新型コロナウイルス感染症等の影響により、おとどけ講座の実施には至らなかったが、若

年層も含めた性に関する周知啓発や、ホームページでの啓発により、正しい知識が得られる

よう情報提供の充実に努めることができた。

課題と方針

直近の市民意識調査結果（男女共同参画・男女平等に関する言葉の周知状況）では、「リプ

ロダクティブ・ヘルス/ライツ」について、「知らない」と回答した割合が最も多かったこと
からも、引き続き、周知・啓発を行っていく必要がある。今後も、様々な機会を捉えて、リ

プロダクティブ・ヘルス／ライツについての関心を高め、正しい知識が得られるよう情報提

供の充実に努めていく。

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

Ⅱ



- 41 -

施策の方向３－１ 生涯にわたる性と生殖（妊娠と出産）に関する

健康と権利の尊重に向けた理解促進

≪主な施策≫ ② 男女の健康管理の支援を充実させる

望まない妊娠やHIV／エイズなどの性感染症の予防などについて健康教育の充実を図るとともに、男女の
健康ニーズを把握し、生涯にわたる健康管理を支援します。

また、女性に特有な病気や症状に関するヘルスチェックを充実し、女性の生涯を通じた健康管理を支援す

るとともに、妊娠・出産・産後期を通じた健康支援を行います。

【進行管理事業】 健康づくり課

評価（朝霞市男女平等推進事業評価に関する要綱）

Ⅰ 大きな成果が得られた Ⅱ 一定の成果が得られた Ⅲ 成果が不十分だった

取組項目 取 組 内 容 取組目安

市民の健康づくりの

支援

男女の健康課題に関するニーズを把握するとともに健

康支援事業を実施する。(あさか健康プラン 21推進事業)
健康づくりの普及に関

する意見交換会の実施

事業実績

あさか健康プラン２１推進事業

〇健康あさか普及員の活動（市と共に健康づくりをすすめる市民ボランティア）

・登録人数：４１７人

・意見交換会（ASAKA健康ラウンジ）：６回開催、延べ５１人参加
・健康づくりイベント：中止

〇健康づくり講演会

健康づくり講演会：年１回開催、２４人参加

〇広報へるすアップ

健康づくりに関する情報：年４回掲載

健康づくりに関するパンフレット発行：年１回

根拠と効果

新型コロナウイルス感染拡大の影響に伴い、多くのイベントが中止となり、令和元年度まで

と同水準で事業を展開することができなかったが、各事業を推進するにあたり、男女平等の

視点を意識し、健康づくり事業を展開することができた。また、関係機関と連携し、市民と

協働することで、様々な視点から事業を行うことができ、性別、年代に関係なく、健康づく

りの支援を図ることができた。

課題と方針

健康づくりの支援に関する事業については、様々な世代が参加できるよう、事業内容の周知

について工夫が必要である。また、健康に関する情報を、より効果的に発信できるよう検討

していく必要がある。引き続き、健康あさか普及員と共に、市民と協働した健康づくりの事

業を進め、様々な年代、性別の市民に対し、健康づくりに関する情報を普及する。また、健

康づくりに関する情報の普及啓発を効率よくすすめるため、他部署と連携し、他部署で行っ

ている講座やイベント等での普及啓発に取り組んでいく。

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

Ⅱ
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施策の方向３－２ 性的指向・性自認（SOGI）等に配慮した啓発の推進
ソ ジ

≪主な施策≫ ① 多様な性のあり方についての理解を広めるための啓発を推進する

啓発用リーフレットや広報誌、あさか男女（ひと）の輪サイト等を通じて、あらゆる世代に対して、多様

な性のあり方についての意識啓発を推進します。

また、セミナーや講座等を開催して、多様な性のあり方に関する市民の理解を深めます。

【進行管理事業】 人権庶務課

評価（朝霞市男女平等推進事業評価に関する要綱）

Ⅰ 大きな成果が得られた Ⅱ 一定の成果が得られた Ⅲ 成果が不十分だった

取組項目 取 組 内 容 取組目安

性的指向・性自認（ＳＯ

ＧＩ）職員・教職員サポ

ートガイドの活用

誰もが持ち合わせている性のあり方を正しく理解するため

に作成した「性的指向・性自認（ＳＯＧＩ）職員・教職員サポ

ートガイド」を周知し、活用する。

職員及び教職員に

周知し活用

多様性の尊重と理解促

進

ＬＧＢＴＱ等の当事者に対し、偏見や無知、差別を助長する

ことのないよう、多様性を尊重するという視点にたった周

知・啓発に努め、市民の意識醸成を図る。

啓発物の掲示・配

布

「多様な性」に関する講

座の開催

「多様な性」のあり方に関する正しい理解を深めるための

講座を開催する。
あさか女と男セミ

ナー講座開催

事業実績

多様な性の有り方について、啓発用リーフレットや、市ホームページ等を通じて、あらゆる

世代に対して意識啓発を図ったほか、ＬＧＢＴＱ当事者の講師を招いた「あさか女と男セミ

ナー」を開催するなどして理解を深めた。また、市職員で構成される男女平等推進庁内連絡

会にて、性的指向・性自認（ＳＯＧＩ）職員・教職員サポートガイド等の各種リーフレット

を配布・説明し、固定的なイメージにとらわれないことや、相手を思いやる表現の大切さな

ど、性の多様性に係る意識啓発の向上を図った。

根拠と効果

様々な場面を通じて啓発を行ったことで、職員からの問い合わせをはじめ、セミナーの受講

者からは、「多様性は個人を尊重することから、と改めて足元から見つめたい」、「性の多様性

の捉え方が漠然としていたが理解でき、」（一部抜粋）などの声があり、多様な性に関する理

解が深められた。

課題と方針

多様な性の概念を広く認識してもらうため、継続した周知啓発を行っていく必要がある。男

女平等推進事業企画・運営協力委員の方々と相談しながら、より理解が深まるセミナーの実

施や、多様な性に関する最新の情報等について、ホームページで掲載するなど、多様な性の

あり方についての意識啓発を広く推進していく。

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

Ⅱ
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施策の方向３－２ 性的指向・性自認（SOGI）等に配慮した啓発の推進
ソ ジ

≪主な施策≫ ② 学校教育において多様な性に関する教育を推進する

生まれ持った性別に違和感を持つ児童・生徒や性的指向について悩む児童・生徒が生きづらさや生活のし

づらさを感じないように、児童・生徒に寄り添った学習環境を整備します。また多様な性についての知識と

一人一人の性的指向や性自認を尊重する意識を養う教育を推進します。

【進行管理事業】 人権庶務課／教育指導課

評価（朝霞市男女平等推進事業評価に関する要綱）

Ⅰ 大きな成果が得られた Ⅱ 一定の成果が得られた Ⅲ 成果が不十分だった

取組項目 取 組 内 容 取組目安

若年層に対する周知・啓

発

「多様な性」に関する正しい理解を深めるために作成した性

的指向・性自認（SOGI）職員・教職員サポートガイドを活用す
る。また、児童・生徒に対して、「性の多様性に関するリーフレ

ットやチラシ」を周知し、活用する。（担当課：人権庶務課）

教職員及び児童

生徒へ周知と活

用

教職員研修の充実

埼玉県教育委員会より示されている「『性の多様性の尊重』に

係る教職員用リーフレット」等を各学校へ送付し、性の多様性を

尊重する教職員研修を推進する。（担当課：教育指導課）

校内における教

職員研修の実施

事業実績

・サポートガイドを庁内掲示板に掲載し、いつでも活用できるようにしたほか、若年層の性

暴力被害予防月間にあわせて、市内小学５年生～中学３年生を対象に「性犯罪・性暴力にあ

わないために」のリーフレットを配布して、若年層への周知・啓発を行った。

・校内における教職員研修の充実を図るために、埼玉県教育委員会から示されている「『性の

多様性の尊重』に係る教職員用リーフレット」等を各学校へ送付し、性の多様性を尊重する

教育実践のための教職員研修を推進し、教職員一人一人の意識の向上を図ることができた。

根拠と効果

・校長会議や教頭会議を通じて、性の多様性やデートＤＶなど各種リーフレットを配布する

などして、多様な性についての知識、理解を深める機会を提供できた。

・「『性の多様性の尊重』に係る教職員用リーフレット」等を利用した教職員研修を実施する

ことで、教職員の性の多様性を尊重する意識や教育実践への意欲を向上させることができた。

課題と方針

・多様な性に関して、引き続き、啓発していくことが必要であり、様々な機会を捉えて若年

層に対する周知・啓発について丁寧に取り組んでいく。

・引き続き、性の多様性を尊重する教育実践、男女平等教育、進路指導、キャリア教育の推

進を行っていくほか、実態を考慮した教育をより一層充実させていく必要があり、児童生徒

一人一人の性に寄り添った教育実践を行っていく。また、児童生徒の「性の多様性」につい

ての正しい知識と、自他の性を尊重する精神や態度を養い、社会の一員としてお互いを認め

合える人権感覚の育成のために教職員研修を一層充実させていく。

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

Ⅰ
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施策の方向 ３－２ 性的指向・性自認（SOGI）等に配慮した啓発の推進
ソ ジ

≪主な施策≫ ③ 市の施策におけるLGBTQ等の当事者への配慮に関する検討を行う
ｴﾙｼﾞｰﾋﾞｰﾃｨｰｷｭｰ

市の施策や行政事務等において LGBTQ等の当事者への配慮を欠いたり、法制度上の規制によって生活の
しづらさを感じていること等を洗い出した上で、それらを改善していくような方策を検討します。

【進行管理事業】 人権庶務課

評価（朝霞市男女平等推進事業評価に関する要綱）

Ⅰ 大きな成果が得られた Ⅱ 一定の成果が得られた Ⅲ 成果が不十分だった

取組項目 取 組 内 容 取組目安

市の施策や行政事務に

おける見直しの促進

市の施策や行政事務において、LGBTQ等の当事者の生きづ
らさを理解し、事務事業を行う上での配慮を全庁に呼びかけ

推進する。

職員に周知

ＬＧＢＴＱ等における

情報の収集と検討

市の施策や行政事務等における改善点等について、男女平

等推進庁内連絡会議や幹事会等を活用し、検討を進める。
男女平等推進庁内

連絡会等の開催

市民や事業所への理解

促進を図る

偏見や無知、差別を解消し、誰もが個々の特性を活かせるた

めの促進を図る。

広報あさか及び市

公式ホームページ

等に掲載

事業実績

・男女平等推進庁内連絡会にて、性的指向・性自認（ＳＯＧＩ）や表現ガイドのリーフレッ

トなどを配布・説明し、固定的なイメージにとらわれないことや、相手を思いやる表現の大

切さ、性の多様性についての理解を促し、業務における意識啓発の向上を図った。

・ＬＧＢＴＱ等における情報収集として、近隣３市との会議を行い、パートナーシップ制度

に係る意見交換を行った。

・アンコンシャス・バイアスを内容とした、男女平等推進情報「そよかぜ」を広報あさかの

特集ページとして掲載し、広く市民に啓発を行った。

根拠と効果
全庁への呼びかけのほか、広報での啓発などを通じて、自分の考え方が必ずしも相手と同じ

とは限らないことの自覚、互いの違いを認めあう大切さなどの啓発を行うことができた。

課題と方針

ＬＧＢＴＱ等の当事者を尊重していくことに繋がる支援となるよう、情報発信や環境整備、

また、性の多様性に対する市民や事業所の理解と配慮が進むように取り組んでいく必要があ

る。引き続き、近隣市との担当者会議などを通じて、当事者にとってより良い制度となるよ

う方策を検討していく。

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

Ⅱ
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施策目標４ 異性間やパートナーからの暴力の根絶

配偶者やパートナーからの暴力は重大な人権侵害であり、犯罪であるという認識を社会全体で

共有することが重要です。そのため、市民の意識醸成へ繋がる情報の提供を行い、未然防止に努

めるとともに、被害者の保護や自立支援に向けた相談体制の充実及び関係機関との連携強化を図

ります。

指標・数値目標

【目標値の根拠】

ＤＶ防止法は、ＤＶ防止の基本となる法規であり、全ての市民へ周知することをめざして設定

【目標値の根拠】

気軽に相談できる場所の存在を知ることが重要であるため、当初値の約２倍をめざして設定

指 標 数値目標 評価資料

「配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護

等に関する法律（ＤＶ防

止法）」を知っている市

民の割合

当初値 現状値 目標値

市民意識調査

H26

８６．１％

R元

８７．６％

R7

１００．０％

指 標 数値目標 評価資料

市のＤＶ相談（配偶者暴

力相談支援センター）を

知っている市民の割合

当初値 現状値 目標値

市民意識調査H26
３３．４％

R元
２７．４％

R7
７０．０％
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施策の方向４－１ 意識の啓発と情報の提供及び未然防止

≪主な施策≫ ① 男女が互いの人権や生き方を認め合い、自分を大切にする教育を推進する

男女が互いの人権や生き方を認め合い、自分を大切にする教育を、地域や学校、職場などにおいて推進し

ます。また、女性に対する暴力をなくす運動により、男女平等や人権尊重の意識を育みます。

【進行管理事業】 人権庶務課

評価（朝霞市男女平等推進事業評価に関する要綱）

Ⅰ 大きな成果が得られた Ⅱ 一定の成果が得られた Ⅲ 成果が不十分だった

取組項目 取 組 内 容 取組目安

女性に対する暴力をな

くす運動の周知

「広報あさか」や市公式ホームページ、各種リーフレット等を

通じて、毎年１１月１２日から１１月２５日まで実施される「女

性に対する暴力をなくす運動」において、暴力は人権侵害である

ことを周知する。

広報あさか及び

市公式ホームペ

ージ、女性セン

ターで周知

性犯罪・性暴力対策「集

中強化期間」朝霞市庁内

推進指針の推進

リーフレットの配布に

よる意識醸成

性犯罪・性暴力のない社会、誰一人取り残さない社会の実現に

向けた取組を、市役所が率先して推進する。また、若年層を中心

にリーフレット等を用いての周知を行い、意識醸成を図る。
職員及び市民に

周知

事業実績

・男女平等推進事業企画・運営協力員との協働による広報あさかへのコラム掲載（広げよう！

リボンでつくる思いやりの輪）や、市ホームページ等において、女性に対する暴力をなくす

運動の周知に努めたほか、それいゆぷらざ情報・交流コーナーにおいて、暴力をなくす運動

についての掲示や、関連図書の展示コーナーを常設するなどして啓発を行った。また、「パー

プルリボン（女性への暴力をなくす運動）をつくってツリーを飾ろう！」と題したツリーの

作成を企画するなどしてリボンの推進を行った。

・４月の「若年層の性暴力被害予防月間」にあわせて、市内小学５年生～中学３年生を対象

に「性犯罪・性暴力にあわないために」のリーフレットを配布した啓発を行うなど、庁内推

進指針に基づく取組を行った。

根拠と効果

・Ｗｉｔｈ Ｙｏｕさいたまで作成したタペストリーを用いた啓発や、広報での周知などを

積み重ねたことで、親子でリボンづくりに参加された方や、名札にリボンをつけた職員も見

受けられたなど、市民及び職員に対して、人権尊重の意識が浸透できた。

課題と方針

暴力は女性の人権を著しく侵害するものであり、男女平等を形成していく上で克服すべき重

要な課題である。様々な場での運動を一つの機会ととらえ、社会の意識啓発など、女性に対

する暴力の問題に関する取組を継続して行っていけるよう、工夫を重ねがら啓発・周知を行

っていく。

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

Ⅰ
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施策の方向４－１ 意識の啓発と情報の提供及び未然防止

≪主な施策≫ ② 異性間やパートナーによる暴力が犯罪であることの意識を浸透し、

暴力の発生をふせぐ

家庭や学校において、デート DVの予防啓発、配偶者やパートナー等からの暴力や、地域・職場などにお
けるセクシュアル・ハラスメントなどの防止に関する情報提供や学習機会を充実します。

【進行管理事業】 人権庶務課

評価（朝霞市男女平等推進事業評価に関する要綱）

Ⅰ 大きな成果が得られた Ⅱ 一定の成果が得られた Ⅲ 成果が不十分だった

取組項目 取 組 内 容 取組目安

異性間やパートナーに

よる暴力に関わる情報

の収集及び提供

配偶者等からの暴力やセクシュアル・ハラスメントなどの

防止に関わる法制度や異性間やパートナーによる暴力に関す

る情報を収集し「広報あさか」や市公式ホームページへの掲載

など、さまざまな機会を捉えて分かりやすく情報提供する。

市公式ホームペー

ジへの掲載

DVに関する相談の周知
DV相談の窓口について積極的に周知するとともに、各種リ

ーフレットを通し、DVやセクシュアル・ハラスメントの防止
に向けた意識の浸透に努める。

積極的な周知

事業実績

・関係機関との会議を通じて、ＤＶ被害者支援の現状と課題などの情報収集を行ったほか、

広報や市ホームページによるＤＶ相談の周知・各種リーフレットを用いた啓発を行った。ま

た、公共施設の女性トイレに、ＤＶ相談のチラシ掲示を行うなどして、さらなる相談の周知

等に努めた。

根拠と効果
引き続き、広報（隔月）でのＤＶ相談窓口の周知を図ったほか、リーフレットやＨＰなどを

通じて、ＤＶに関する相談、情報の提供を行うことができた。

課題と方針

相談の場を知ってもらえるよう、引き続き、周知に努めながら、関係機関等との連携を図り、

異性間やパートナーによる暴力に関わる情報の収集・提供を行っていく必要がある。今後も、

女性センター及びＤＶ相談等の認知度を高めるよう、工夫した周知を行うとともに、様々な

機会を捉えて、ＤＶやセクシュアル・ハラスメントの防止に向けた意識の浸透や情報提供を

行っていく。

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

Ⅰ
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施策の方向４－２ 相談体制の充実

≪主な施策≫ ① 誰もが相談しやすく信頼のおける相談体制を充実させる

DV相談について広く周知して市民が気軽に相談できるよう努めるとともに、様々なケースの相談内容に
対応できるよう、国や県が開催する研修会に参加するなど、相談員の人材育成を図り、相談体制を充実しま

す。

【進行管理事業】 人権庶務課

評価（朝霞市男女平等推進事業評価に関する要綱）

Ⅰ 大きな成果が得られた Ⅱ 一定の成果が得られた Ⅲ 成果が不十分だった

取組項目 取 組 内 容 取組目安

専門の相談員による相

談の実施

DV相談に寄せられる様々なケースの相談に的確に対応し、
自立支援につなげられるよう、専門性を有する相談員による

DV相談を実施し相談体制を充実する。
DV相談の実施

専門の相談員及びDV相
談担当職員の資質の向

上

専門の相談員や DV相談担当職員のスキルアップ研修や、
相談対応研修等に積極的に参加させ、相談者の人権に配慮し

ながら適切な助言や支援ができるよう資質の向上を図る。

担当者研修への参

加

事業実績

・ＤＶ専門相談員によるＤＶ相談の実施（週４日）

専門の相談員が丁寧に話をうかがい、相談者に寄り添った適切な情報提供や支援を行うこと

ができた。（ＤＶ相談人数４００人、ＤＶ相談件数５７４件）

・ＤＶ専門相談員及び職員が各研修に参加し、資質向上を図った。また、相談員間の交流会

として、講師を迎え、様々な事例の相談者対応についての知識等を得ることができたほか、

普段感じている疑問等を相談員間で共有した。

根拠と効果

相談内容は多岐にわたり、様々な要因が絡み合う事例も多いが、相談員・職員間との情報共

有や研修参加などによるスキルアップを図ったことで、相談者に寄り添った相談対応ができ、

自立支援に繋がった。また、継続的な相談が多いことからも、安心して信頼できる相談窓口

となっている。

課題と方針

複雑かつ困難で多機関に及ぶケースや、緊急性を判断する必要もあることから、より一層の

資質向上が必要であり、研修参加を通じてＤＶ相談に関する知識等を高め、更なる相談体制

の充実を図る。また、相談の場として、女性センターや各機関等を知ってもらえるよう、引

き続き、広報やホームページなどをはじめ、各リーフレットなどを活用した相談窓口の周知

についても、引き続き行っていく。

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

Ⅰ
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施策の方向４－３ 関係機関等との連携強化

≪主な施策≫ ① DV支援関係機関による連携体制の充実を図る
DV被害者支援の相談・助言・保護・自立支援に向けての情報提供等を迅速かつ丁寧に行うため、関係機

関によるネットワーク機能をより強化し、被害者支援の充実を図ります。

【進行管理事業】 人権庶務課

評価（朝霞市男女平等推進事業評価に関する要綱）

Ⅰ 大きな成果が得られた Ⅱ 一定の成果が得られた Ⅲ 成果が不十分だった

取組項目 取 組 内 容 取組目安

「DV対策関係機関ネッ
トワーク会議」を活用

し、さらなる関係機関と

の連携強化

市の関係機関及び埼玉県配偶者暴力相談支援センター、

警察、保健所、児童相談所、朝霞地区医師会、社会福祉協

議会で構成する「DV対策関係機関ネットワーク会議」を
開催し、情報提供や意見交換を行いながら構成関係機関と

DV支援の充実を図る。

DV対策関係機関ネッ
トワーク会議の開催

緊急保護体制の充実

DV相談を通して、緊急一時保護が必要となった場合、
県等の緊急一時保護施設に空きがない場合などに備え、ホ

テル等を緊急一時保護施設とする協定を締結し、支援体制

を充実する。

協定宿泊施設の締結

事業実績

・市の関係機関及び埼玉県配偶者暴力相談支援センター、警察、保健所、児童相談所、朝霞

地区医師会、社会福祉協議会で構成する「朝霞市ＤＶ対策関係機関ネットワーク会議」を開

催した。

・ＤＶ被害者の緊急一時保護施設として、３ヶ所の宿泊事業者と協定を締結した。

（令和３年度の緊急一時保護施設としての利用件数 ０件）

根拠と効果

朝霞市ＤＶ対策関係機関ネットワーク会議を開催したことで、ＤＶ被害者支援の現状と課題

や関係機関の役割、またＤＶ防止法の一部改正等、様々な情報共有が図れた。また、相談者

が他の相談窓口に行かれても、ＤＶや女性に関する相談内容の際には、女性センターに繋い

でもらうことができていることから、関係機関との連携強化が図れるようになっている。な

お、困難事例や子どものいる世帯、障害者、外国籍など多機関にまたがるケースでは、関係

機関との情報共有や役割分担の確認、支援の方向性を確認するための情報共有などの連携を

図ることができた。

課題と方針

ＤＶ問題だけでなく、児童虐待や性犯罪、性暴力など、様々な課題を抱える相談に対応して

いくため、関係機関、庁内関係各課との緊密な連携を図っていく必要がある。今後も本施設

の周知を図るとともに、個々のケースの状況判断を的確に行えるよう、関係機関との連携を

強化した体制づくりを構築していく。

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

Ⅰ
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施策目標５ 女性の職業生活における活躍の推進

市政のあらゆる分野に男女の意見が反映されるよう、意見を広く聴き、誰もが参画しやすい機

会を提供するなど、共に社会の担い手として活躍することができるよう政策や方針の立案・決定

過程への男女共同参画の推進に努めます。また、市内事業者に対して女性活躍推進法に基づく情

報を提供し「一般事業主行動計画」の策定を促すなど行い、男女がともに活躍できる社会の実現

をめざします。

指標・数値目標

【目標値の根拠】

※「朝霞市特定事業主行動計画」に基づいて設定

現状値を踏まえ、市の多数の審議会等で女性委員が３０％以上となること

をめざして設定

指 標 数値目標 評価資料

市職員の女性管理職員

の割合

当初値 現状値 目標値
朝霞市男女平

等推進年次報

告書

H26
１７．０％

（Ｈ27.4現在）

R4
２２．６％

（R4.4現在）

R7
※２５．０％

指 標 数値目標 評価資料

各審議会等での女性委

員登用率が３０％以上

の審議会等の割合

当初値 現状値 目標値
朝霞市男女平

等推進年次報

告書

H26
４７．２％

（Ｈ27.3現在）

R３
４７．２％

（R4.3現在）

R7
７０．０％
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施策の方向５－１ 政策・方針の立案や決定過程への男女共同参画の推進

≪主な施策≫ ① 市政への男女共同参画を推進していく

男女共同参画の視点に配慮し、市民の意見を幅広く聴き、積極的に行政情報を提供するとともに、性別に

関わらず、誰もが市政に参画しやすい機会を提供します。

また、審議会等の女性委員登用率の増加に向けて取り組みます。

【進行管理事業】 人権庶務課

評価（朝霞市男女平等推進事業評価に関する要綱）

Ⅰ 大きな成果が得られた Ⅱ 一定の成果が得られた Ⅲ 成果が不十分だった

取組項目 取 組 内 容 取組目安

各審議会等での女性委

員の登用の促進とその

登用率の目標達成

女性が参加しやすい配慮を行い、審議会や委員会等の女性

登用率を向上するため、全庁に向け積極的に周知する。
女性委員等の登用

について周知

政治分野における男女

共同参画の推進に関す

る法律に基づく女性の

市政への参画を周知

市政への積極的な女性進出を図るため、ジェンダー統計を

用いながら市公式ホームページ等で市民へ積極的に啓発す

る。

市公式ホームペー

ジで市民へ周知

事業実績

市職員で構成する男女平等推進庁内連絡会にて、男女平等推進指針や男女平等に係る取組等

を説明し、市が率先して男女平等を推進するように意識の向上を図ったほか、指標としてい

る女性委員の登用率を掲げていることや、審議会等での女性委員の登用について、検討いた

だくよう全庁に向けて周知を図った。

また、女性の政治参画について、施設内に「女性の政治参画マップ２０２１」を掲示したほ

か、男女平等推進事業企画・運営協力員による、「５０代・男性、わたしが考えるジェンダー」

をテーマで広報コラムに掲載し、ジェンダー平等の推進に向けた周知を行った。

根拠と効果

男女平等、男女共同参画について、継続した周知等を行っていることで、職員からの問い合

わせもあり、男女平等意識の醸成に繋がっている。また、広報掲載について、企画段階から

市民と協働で取り組んだことで、様々な視点からの周知啓発を行うことができ、市民の意識

醸成に繋がったものと考える。

課題と方針

男女共同参画の実現に向けて、女性の意見等を施策に反映できるよう、審議会への女性登用

の促進について、継続して庁内に発信していくこと、また、性別による役割分業意識やこれ

までの偏見や無知をなくすための啓発を、引き続き、行っていく必要がある。

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

Ⅱ
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施策の方向５－１ 政策・方針の立案や決定過程への男女共同参画の推進

≪主な施策≫ ② 庁内での男女共同参画を推進していく

「朝霞市庁内男女平等推進指針」及び「朝霞市特定事業主行動計画（職員の子育て支援・女性活躍応援プ

ラン）」に基づき、職員一人一人の男女平等に対する認識を高め、持てる能力を最大限に発揮できる働きやす

い職場環境の整備を進めるなど庁内の男女共同参画を推進します。

【進行管理事業】 人権庶務課／職員課

評価（朝霞市男女平等推進事業評価に関する要綱）

Ⅰ 大きな成果が得られた Ⅱ 一定の成果が得られた Ⅲ 成果が不十分だった

取組項目 取 組 内 容 取組目安

「朝霞市庁内男女平等推進

指針」の推進

男女平等や女性活躍に対する職員の意識改革や職場環境を見

直しする。男女が共に働きやすい環境を市役所職員が率先して

推進する。（担当課：人権庶務課）

職員に周知

「朝霞市特定事業主行動計

画（職員の子育て支援・女性

活躍応援プラン）」の推進

職員の仕事と家庭生活の両立支援及び女性の活躍を推進する

ため、職員の意識向上、女性のキャリアアップの促進、子育てし

やすい職場環境づくりなどの取組を推進する。（担当課：職員課）

職員に周知

事業実績

・市の男女平等推進指針や男女平等に係る取組等について、市職員で構成される男女平等推

進庁内連絡会にて、市が率先して男女平等を推進するように意識の向上を図った。

・女性職員が自らのキャリアアップへの意識を持てるよう、階層別研修において、先輩女性

職員によるキャリアデザインに関する講義を実施し、意識醸成を図った。また、初級研修に

おいて、外部講師によるキャリアデザイン研修を実施したほか、市町村職員中央研修所が主

催する管理職のためのリーダーシップ講座に、女性職員を派遣した。

・働きやすい職場環境づくりの一環として、研修の場を活用し、育児休業等の制度やハラス

メント防止対策に関する説明を実施した。また、男性職員の育児等への参加を促進すること

を目的に、配偶者が出産した男性職員に対し、育児休暇等の取得について働きかけを行った。

・妊娠・出産・育児等と仕事の両立支援のため、今年１月から出生サポート休暇を新設した。

根拠と効果

・市民及び市職員に対し、広報や男女平等推進指針の説明等を行うことで、人権問題の提起

に取り組むことができた。

・「朝霞市における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画」に基づき、女性職員

のキャリアアップの促進や職場環境の整備、休暇取得の促進等の取組を実施できた。

課題と方針

・ジェンダー平等について、一人ひとりがさらに理解を深める必要がある。今後も、様々な

場面を通じて、より効果的な情報発信を行えるよう、周知啓発を図っていく。

・ハラスメント防止対策の強化については、引き続き職員への周知を丁寧に行い、制度の理

解や定着を図る必要がある。また、女性職員のキャリアアップを促進するため、庁内研修や

派遣研修を継続し、管理監督職へ女性職員を積極的に登用を行いながら、ハラスメント防止

対策の制度の理解、定着を図ることで、働きやすい職場環境の整備を推進する。

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

Ⅰ
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施策の方向５－１ 政策・方針の立案や決定過程への男女共同参画の推進

≪主な施策≫ ③ 就業上での女性の活躍を推進する

女性の職業生活における活躍を推進するため、市内事業所に対して「女性活躍推進法」に基づく「一般事

業主行動計画」の策定を促し、女性の活躍に関する状況の把握・課題分析を行うとともに、必要な取組を行

うよう周知に努めます。また、出産・育児、介護等に関わらず、男女の労働者が就業を継続できるような仕

組みを整備し、女性の管理職の割合が増加するよう、積極的な情報提供と支援を推進します。

【進行管理事業】 人権庶務課

評価（朝霞市男女平等推進事業評価に関する要綱）

Ⅰ 大きな成果が得られた Ⅱ 一定の成果が得られた Ⅲ 成果が不十分だった

取組項目 取 組 内 容 取組目安

女性活躍推進法の推進

女性活躍推進法の基本方針を勘案し、女性の職業生活等に

おける活躍を推進する。

広報あさか及び市

公式ホームページ

の掲載

積極的格差是正措置（ポ

ジティブ・アクション）

の動向や顕彰制度の周

知

積極的格差是正措置（ポジティブ・アクション）の動向や男

女平等推進顕彰制度に関する情報提供を行う。
広報あさか及び市

公式ホームページ

の掲載

事業実績

・女性の職業生活等における活躍を推進するため、一般事業主行動計画の策定等、女性活躍

推進法に基づく取組について、市ホームページに掲載して周知啓発を図った。

・ポジティブ・アクションの動向（年次報告書掲載）についてホームページに掲載したほか、

男女平等推進顕彰制度について広報及びホームページで周知を図った。

根拠と効果

・男女平等に関する年次報告書の発行及び市ホームページ掲載のほか、事業主行動計画や女

性活躍法のサイトのホームページ掲載などを通じて、女性の活躍が推進されるよう各取組等

に係る情報提供を行うことができた。

課題と方針

女性の活躍を推進するためにも、様々な情報発信を継続して行っていくことが今後も必要で

ある。男女平等や女性活躍に欠かせない情報について、随時、紹介できるようホームページ

を充実させるなどして、各種制度等の周知啓発を行っていく。また、啓発リーフレット等を

用いながら、引き続き職員に周知し、市が率先して女性活躍が進んでいる社会の実現に向け、

職場環境等の改善に努めていく。

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

Ⅱ
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施策目標６ 地域団体や事業所における男女共同参画の推進

男女が共に家庭・仕事・地域活動に参画できるよう、家庭と仕事の両立支援

に向けた意識づくりや環境づくりを行います。また、事業所の協力を得て働く

場での男女平等の意識啓発や格差の解消に取り組みます。

多様な媒体を通じ、男女共同参画に関する地域活動団体の情報を発信する

ことで、地域活動への参画を促し、防災分野における女性視点の防災対策とな

るよう推進します。

指標・数値目標

【目標値の根拠】

日常生活の中で男女平等を実感するために、ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）を

広く周知することをめざして設定

【目標値の根拠】

現状値を踏まえ、自治会や町内会の活動に参加している人の割合が４人に１人、２５％以上とな

ることをめざして設定

指 標 数値目標 評価資料

「ワーク・ライフ・バラ

ンス（仕事と生活の調

和）」をよく知っている

市民の割合

当初値 現状値 目標値

市民意識調査
H26

２５．５％

R元

３８．７％

R7

５０．０％

指 標 数値目標 評価資料

自治会や町内会の活動

に参加している人の割

合

当初値 現状値 目標値

市民意識調査H26
２１．０％

R元
１８．３％

R7
２５．０％
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施策の方向６－１ 仕事と家庭・地域活動との両立支援

≪主な施策≫ ① 仕事と家庭の両立を支援する

仕事と家庭の両立を実現するため、各事業所に対して、働き方の見直しや育児休業取得率の向上などに向

けた情報提供や啓発を行い、子育てするための環境整備や男女が共に地域活動との両立ができる環境づくり

を進めます。

【進行管理事業】 人権庶務課

評価（朝霞市男女平等推進事業評価に関する要綱）

Ⅰ 大きな成果が得られた Ⅱ 一定の成果が得られた Ⅲ 成果が不十分だった

取組項目 取 組 内 容 取組目安

両立支援（ワーク・ライ

フ・バランス）の情報提

供

仕事と家庭の両立に関する情報を収集し、積極的かつ効果的に

各媒体を通じて情報提供する。

広報や市公式

ホームページ

による周知

事業実績

・仕事と家庭の両立に関する取組を支援する情報サイトなどについて、あさか男女の輪サイ

トで掲載したほか、ワーク・ライフ・バランスに関する書籍や関連情報などを、女性センタ

ーの情報交流コーナーで配架・掲示するなどして周知を図った。また、アンコンシャス・バ

イアスを内容とした、男女平等推進情報「そよかぜ」を広報あさかの特集ページとして掲載

し、家庭生活における見えない家事・育児について、性別による役割分業意識の解消に向け

意識醸成を図った。

根拠と効果
市ホームページや、女性センター掲示板等で、ワーク・ライフ・バランスを推奨するよう啓

発に努めたことで、仕事と家庭の両立ができる環境づくりの一助となった。

課題と方針

継続したワーク・ライフ・バランスへ向けた意識付けを行うことが必要であることから、

各種制度等の効果的な周知啓発が行えるよう、ホームページを充実させるなど、様々な媒体

を通じて情報提供を行って行く。また、啓発リーフレット等を用いながら、引き続き職員に

周知し、市が率先して、仕事と家庭の両立を支援できる環境整備等の改善に努めていく。

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

Ⅱ
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施策の方向６－１ 仕事と家庭・地域活動との両立支援

≪主な施策≫ ② 男女格差がない職場づくりを促進していく

市内事業所にアンケートなどを実施し、男女平等の実態把握を進めます。また、市民、労働者、事業所に

対して、「男女雇用機会均等法」、「労働基準法」などの雇用・就労に関わる法制度を周知するとともに、事業

所には男女格差改善へ向けての協力を促します。

さらに、自営業、パートタイム労働や派遣労働、在宅ワークなど多様な就業形態における男女平等を確保

するために、積極的な情報提供を行います。

【進行管理事業】 人権庶務課

評価（朝霞市男女平等推進事業評価に関する要綱）

Ⅰ 大きな成果が得られた Ⅱ 一定の成果が得られた Ⅲ 成果が不十分だった

取組項目 取 組 内 容 取組目安

事業所への男女格差改

善へ向けての協力を啓

発

男女雇用機会均等法などの雇用や就労に関する制度の周知

を行うとともに、事業所に対して男女格差改善へ向けての協

力を促す。

啓発冊子等の配布

「男女平等推進に関す

る事業所アンケート」の

実施

「男女平等推進に関する事業所アンケート」調査を実施し、

市内事業所の男女平等に関する実態把握に努める。 アンケートの実施

事業実績

最低賃金のリーフレットや在宅ワークに関するチラシなど、就業等に関するリーフレットを、

施設内の就職支援コーナーで配布・掲示を行ったほか、あさか男女の輪リンク集に、女性に

やさしい職場づくりナビなどを掲載し、企業の義務として行うべき内容等の周知を行った。

根拠と効果
最低賃金のリーフレットやセミナーの周知を図ったことで、多様な就業形態における男女平

等を確保するための情報提供を行うことができた。

課題と方針

性別による格差改善のため、男女問わず人権を尊重し、個々の能力を伸ばしていけるような

職場環境の改善、多様性の理解を深める周知を行っていく必要がある。

このため、関係課とも相談を行いながら、啓発活動を行うなどして、男女格差がない職場づ

くりを促進していく。

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

Ⅱ



- 57 -

施策の方向６－２ 地域活動や自主防災組織等における男女共同参画の推進

≪主な施策≫ ① 地域活動への参画を促す

多様な媒体を通じて、男女共同参画に関する地域活動団体の情報などを提供し、地域活動への参画を呼び

かけます。

【進行管理事業】 人権庶務課

評価（朝霞市男女平等推進事業評価に関する要綱）

Ⅰ 大きな成果が得られた Ⅱ 一定の成果が得られた Ⅲ 成果が不十分だった

取組項目 取 組 内 容 取組目安

地域活動への参画促進

地域活動団体の情報などを提供すると共に、地域

活動がしやすい環境整備を進める。

パンフレット等による啓発

及びお知らせコーナーや情

報・交流コーナーの充実

事業実績

・女性センター登録団体の活動案内や事業チラシの掲示、また、登録団体からの意見を伺う

など、地域活動団体と連携した男女平等の推進を図ったほか、市民活動団体の情報をまとめ

た市民活動ガイドブックを掲示・配布し、地域での活動啓発を行った。

根拠と効果

・女性センター登録団体の情報や市民活動ガイドブックの配布などを通じて、性別に関わら

ず誰もが地域活動や地域づくりに参画するきっかけを提供できた。また、男女平等推進事業

企画・運営協力員などの活動に対する市民の参加もあったことから、男女平等社会の実現に

向け、各種活動への参画が進んだ。

課題と方針

地域での様々な活動参加していただくためにも、地域活動の様々な情報発信をしていくこと

が必要である。引き続き、女性センター登録団体との連携を図りながら、登録団体を増やし

ていくなど、様々な活動に参加していただける機会を提供してくことで、地域活動への参画

促進を進めていく。

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

Ⅱ



- 58 -

施策の方向６－２ 地域活動や自主防災組織等における男女共同参画の推進

≪主な施策≫ ② 防災分野における男女共同参画を進める

「地域防災計画」に基づき、女性の視点も取り入れた防災対策と、防災や災害時・復興時の方針決定の

場への女性参画を進め、男女共同参画の視点に立った防災体制・災害対応の仕組みを推進します。

【進行管理事業】 人権庶務課

評価（朝霞市男女平等推進事業評価に関する要綱）

Ⅰ 大きな成果が得られた Ⅱ 一定の成果が得られた Ⅲ 成果が不十分だった

取組項目 取 組 内 容 取組目安

男女共同参画の視点に

立った防災分野におけ

る情報の収集と提供

防災分野において男女共同参画の視点に立った情報の収集

と提供を推進する。また、「防災・防犯マニュアルカード」を

活用した周知を行い、防災・防犯に対する意識付けを行う。

女性視点での防災

情報の収集及び啓

発

事業実績

女性視点で作成した、「避難所運営における防災防犯マニュアルカード」及び「女性や子ども

のための防災防犯マニュアルカード」を、有事の際に活用できるよう防災備蓄倉庫に、配置

している。また、帰宅困難の際に女性として気を付けることを掲載した「女性のための帰宅

困難マニュアルカード」を各公共施設に配置している。

根拠と効果

二次被害となる暴力を未然に防ぐため、女性の視点を取り入れたマニュアルカードについて、

引き続き、防災備蓄倉庫で常備することで、有事の際に活用できる備えとなり、男女共同参

画の視点に立った防災体制・災害対応が構築されている。

課題と方針

平時からの準備を深めるため、マニュアルカードを倉庫に常備するだけでなく、各小学校の

地域対応班の班員にも、マニュアルカードの活用について、周知していくことも必要である。

機会を捉えて、本カードの活用・周知を図り、災害発生時に誰もが安心して避難できる避難

所運営体制を確立させていく。

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

Ⅱ


